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資料第 l部
その l 調整委員会と小委員会の開催日
その2 各学部見解調整委員会会議録
その3 各学部見解調盤小委員会会議要録
その4r学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会中間報告
その5r学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第二次報告
資料第2部
その 1 学長提案に対する文学部見解
その2r学長提案Jの「審議項目Jに関する経済学部教授会の審議
結果報告書
その3r学長提案Jに対する法学部見解
その4 学長提案に対する工学部の見解
その5r学長提案Jに対する答申(教養学部)
(1) ここでは，大別して二種の資料を紹介する。 r学長提案jに対
する各学部見解調整委員会J(以下「調整委員会jとする)の全8回の
会議録および同小委員会(以下「小委員会Jとする)の全24回にわた
る会議要録等(資料第1部)と，この調整の前提となった各学部見解
(資料第2部)である。
(2) 本誌「東北学院大学論集法律学J前号(58号， 2001年3月)r <資
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料〉大学教員定員の部局間配分についてjで紹介したとおり，東北学
院大学(宮城県仙台市所在)における各学部等の教員定員の計算方式など
をめぐる調整は， 1997年4月から翌年3月までの作業を通じ，最終的
には全学教授会による調整文書(98年3月18日)の承認によって確定
された。この際，作業の中心となったのは， r調整委員会jであった。
「小委員会Jは調整委員会の下部機関で，調整委員会委員の中から各学
部1名の割合で選ばれた 5名に学長を加えた合計6名からなる会議体
であり， r各学部の審議結果・見解の検討・調整を通じて，調整委員会
が全学教授会に提案するための調整案の草案を作成することJ(第1回
小委員会会議要録参照)を課題とした。調整委員会と小委員会の記録
は，同大学の組織の根幹にかかわる問題を詳細に検討し，学部聞の意
見の差異を調整する草案を作成した記録である。いずれも後世に残す
意味も必要もあると考え，今回，調整委員会委員長(同時に小委員会
委員長)と，調整委員会書記(同時に小委員会委員)の同意を得ると
ともに，その他すべての小委員会委員の了解も得て，これを資料とし
て紹介することとした。ちなみに，今回この資料を紹介する中村は，当
時小委員会の書記をつとめた。
(3) 両委員会の記録等をより良く理解するには， 1991年7月のい
わゆる大学設置基準の大綱化以降，東北学院大学の進めた一連の内部
改革の過程を知らなくてはならないであろう。ただ，基本的なことだ
けではあるが，関係する情報にはすでに本誌前号の上記資料中で言及
したのでここでは繰り返さず，今回の資料の理解のために最小限必要
なこととして次のとおり列記する。
① ここに紹介する「調整委員会会議録Jと「小委員会会議要録Jは
公式の会議録であり，その内容はそれぞれの構成員によって正
式に確認され確定されている。
②調整委員会の37名の委員名は，調整委員会第l回会議録の別紙
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に示してある。小委員会委員5名と学長の氏名は小委員会第1
回会議要録等にある。今回，各委員の当時の所属学科等を付加
した。
③小委員会については， 6名の委員全員が全24回の会議すべてに
出席した。したがって第2固から第24固までの小委員会会議要
録からは出席者名を省略した。
④会議要録の中で言及されている付属資料などは，本誌前号の資
料などから，その実質を判断できると考えて省略するのを原則
とした。しかし，すっかり省略したのでは意味不明になりかね
ない点については，中村が最小限の説明を( )の中に加えた
ほか，資料第l部の，その3および，その4として原資料を掲
載した。
⑤会議場として使われた，土樋キャンパスの建物の名称は，その
後変更された。 64年館は現7号館， 67年館は現5号館である。
会議場となった部屋の名称も大部分が変更された。
(3) 学長提案 (1996年6月20日)に対する各学部の見解は，同年
11月中に順次学長に提出され，これら 5学部の見解の写しは翌年1月
29日に同大学の教員に対して，学長名で一つのまとまった文書のかた
ちにして配付された。したがって，当時の在職者には周知のものだが，
調整委員会や小委員会の作業の前提となった重要なものであるため，
ここに資料第2部として掲載するo なお，学長提案の全文はすでに本
誌前号の資料に掲載したとおりであり，また文学部見解などの中には
全文が引用されているため，ここでは再録しなかった。
(4) これらの資料は特定大学の学内運営についての例でしかない。
しかし，理由を明示し，議論をしながら大学全体の進路をさぐった記
録として，参照されるに値するものであることを願っている。
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|資料第l部その1調整委員会と小委員会の開催日
(1997年4月21日--1998年3月16日:会議名がなく回次と日付だけで
あるのは，小委員会の開催日を示している)
〈第l回調整委員会 4月21日〉 第15回:11月29日
第 l回: 4月30日 〈第3回調整委員会 12月1日〉
第 2回: 5月 8日 第16回:12月16日
第 3回: 5月22日 第17回:12月22日
第 4回: 6月 3日 〈第4回調整委員会 1月8日〉
第 5回: 6月 9日 第18回: 1月19日
〈第2回調整委員会 6月19日〉 第19回: 1月31日
第 6回: 7月 7日 〈第5回調整委員会 2月12日〉
第 7回: 7月14日 第20回: 2月16日
第 8回: 7月28日 第21回: 2月20日
第 9回: 9月 8日 〈第6回調整委員会 2月20日〉
第10回: 9月10日 第22回: 3月 6日
第 11回: 9月29日 第23回: 3月 7日
第12回:10月20日 〈第7回調整委員会 3月9日〉
第 13回:10月29日 第24回: 3月13日
第14回:11月 5日 〈第8回調整委員会 3月16日〉
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|資料第1部その2|各学部見解調整委員会会議録
f学長提案Jに対する各学部見解調整委員会第1回会議録
1997年4月21日18時第1会議室
1 調整委員会の構成員として， 37名の氏名を別紙のとおり確認する。
2 議長は倉松学長，書記は鈴木教務部長とする。
3 各学部見解の調整案の草案を作成させ，調整委員会に報告させるた
め，小委員会を設ける。
4 小委員会の構成員は，倉松学長のほか，各学部1名とし，文学部・遠
藤健一，経済学部・鈴木勝男，法学部・中村 英，工学部・後藤幸弘，
教養学部・大江篤志とする。
5 小委員会の委員長は倉松学長，書記は中村委員とする。
6 十全な審議を行うことを前提としつつ，小委員会と全体委員会のいず
れの作業も迅速に行い，できる限り早く全学教授会に提出する調整案
をまとめる。
学長提案による調整委員会構成員氏名，役職名・職名等
倉松 功学長
出村 彰 副学長(学務担当)
赤津昭一
土戸 清
山本新
上回 宏
佐藤利三郎
一浦典郎
鈴木勝男
沼田俊則
遠藤和朗
副学長(総務担当)
文学部長・宗教部長
経済学部長
法学部長
工学部長
教養学部長・教養学科長
教務部長
学生部長
二部長
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関根正行 財務部長
志子田光雄 英文学科長
大崎節郎 基督教学科長
香坂昌紀 史学科長
斎藤義博 経済学科長
斎藤晋 商学科長
中村 英 法律学科長
大島亮一郎 機械工学科長
宮本信雄 電気工学科長
佐藤 稔 応用物理学科長
樋渡 滋 土木工学科長
大江篤志 人間科学専攻主任
岩谷 信 言語科学専攻主任
渡部 敏 情報科学専攻主任
平河内健治 二部英文学科長
小柴徹修 二部経済学科長
遠藤健 文学部教授
難波信雄 文学部教授
高橋秀悦 経済学部教授
山本展雅 経済学部教授
消水 ヌE 法学部教授
井上義比古 法学部教授
後藤幸弘 工学部教授
樋口正人 工学部教授
田中 進 教養学部教授
中川清和 教養学部助教授
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「学長提案Jに対する各学部見解調整委員会第2回会議録
1997年6月19日17時30分第3会議室
1 調整委員会第1回会議録(別紙)を承認した。
2 r学長提案jに対する各学部調整小委員会中間報告J(別紙)
CI資料第1部その4|参照)に基づく小委員会報告を受けた上で，今
後も小委員会が従来の方向で作業を進めることを承認した。
3 審議の中で出された要望は次の通りである。
(1) 大学院経済学研究科4名，二部経済学科6名という教員枠につ
いては，これらの数値が経済学科のためだ貯のものではないの
で，商学科分への配慮もしていただきたい。
(2) 史学科が教養教育をも担当していることにも配慮していただき
たい。
(3) 困難な条件下で授業運営をしているこ部について，特に配慮し
ていただきたい。
(4) キリスト教学担当者については，建学の精神の見地から配慮し
ていただきたい。
(5) (別紙 B)の数値を「教員定員基準値jと呼ぷと誤解をまねく
おそれが大きいので， r投入教育数値J等，別の呼称に変更して
いただきたい。
「学長提案jに対する各学部見解調整委員会第3回会議録
1997年12月1日18時第1会議室
1 第2回の会議以後の小委員会の活動を報告した。
2 r小委員会第二次報告J(1資料第1部その5|参照〕およびr学長提
案』に対する各学部見解調整小委員会中間報告添付資料・修正版j
CI資料第1部その41<別紙A)<別紙B)参照〕について，別紙資料
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により説明した。
3 調整委員会第2回会議録を，次の質疑応答の後に，原案(別紙)の通
り，賛成多数で承認した。
(質疑) 中間報告の方向で今後進めていくことでは承認しているが，
最終的には見直すことも有り得るとされているのではない
か。とくに「教員定員基準値Jについて， r投入教育数値j等
の別の呼称に変更することの記録に問題がある。
(応答) r教員定員基準値Jの呼称を含めて，今後小委員会で話し合
い「全学教授会に対する提案」の原案を作成し，調整委員会
で審議していく際に，検討していただくということで，会議
録としては原案通りとしてよいのではないか。
4 第二次報告等に対する質疑応答(内容は5に記す)の後，次のことが
承認された。
(1) この会議で出された質問も含めて， 12月12日までに， r中間報
告jと「第二次報告jに対する調整委員会委員各自の意見を，文
書で提出していただくこと。
(2) 第二次報告の取り扱いについては， r中間報告jと「第二次報告J
が確定した後に，両者をあわせて「全学教授会に対する提案Jと
していくこと。
(3) 今後の日程について， 1月8日の全学教授会の後に調整委員会
を開催し，各委員から出された意見を踏まえた「全学教授会に
対する提案Jの原案を提出し審議していただき，また，文書で
提出された意見についても答えていく予定であること。
5 第二次報告等に対する質問・意見は次の通りであった(順不同)。
(1) 1. (3) (A) r開講総コマ数上限Jに関し，
・教職のコマ数は確保できるか。大学院を含めた場合どうなる
か。
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・大学院を含める場合，教員の責任コマ数の計算は学部だげの
ものか，大学院も通算して 4コマか。
「開講総コマ数上限Jの提案は，この委員会でやるべきでは
ない。
・ 1.(3)を削除すべきである。
(2) (B) r標準開講コマ数jに関し，専任と非常勤の割合，学生200
名の規模といった前提が変わると，全体が変わってくる。
(3) r教員定員基準値Jに関し，誤解をまねしという発言に，十分
に答えていなし:'0
・ r教員定員基準値jを用いる場合，少なくとも明確な定義を
しておいた方がよい。
(4) キリスト教学科の「教員定員基準値Jと，教養教育科目のキリ
スト教学の担当者との関係はどうなのか。
(5) 1. (1)の「たしかにこの形態にあっては，非専門的科目担当教
員を多数所属させることになる学部…J以下の記述は，削除す
べきである。
(6) 1. (4)②の非専門的科目の教員の所属に関し，複数学部で話し
合う，とはどういうことか。
(7) 1. (6) 1999年4月新規採用人事に関し，凍結するのはいかがな
ものか0
・各学科の事情により，例外も考慮してほしい。
・同じ年に比較的多数の教員が定年に達する場合に，補充でき
るよう考慮してほしい。
(8) 2000年4月以後の新規採用人事の凍結や解除について，決定す
る機関はどこか。
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「学長提案jに対する各学部見解調整委員会第4回会議録
1998年1月8日18時第1会議室
1 調整委員会第3回会議録を，原案(別紙)通り，承認した。
2 第3回会議以後の小委員会の活動を報告した。
3 i第二次報告1.(6): [1999年4月新規採用人事についての暫定措
置j部分の一部修正についてj，質疑応答の後に，次のとおり承認し
た。
(1) 暫定措置に関する記述を， 3.の末尾に移して「付記jと題する
こと。
(2) (例外1)と〈例外2)のいずれにも登場する「しかるべき全学
的機関jを， i学部長会議の意を受けた学長jとすること。
(3) 例外の申請に際しては，i教員定員基準値jを前提にしたうえで，
学部学科における長期的見通し，緊急を要する諸事由を付して
提出すること。
(4) 結果については，学長が調整委員会に報告すること。
4 今後の調整委員会の日程を，次のとおり承認した。
(1) 2月12日 17時から 第5回委員会
(2) 2月20日 15時一17時 第6回委員会
5 資料として， i小委員会報告に対する委員からの意見等j，i小委員会
報告に対する委員からの質問に対する回答j，i第二次報告1.(3) 
(A) : r開講コマ数上限』部分の一部修正についてj，を配布した。
6 委員会における主な質問意見は，次の通りであった(順不同)。
(10) 
(1) 小委員会委員の席の配置を変えるべきである。
(2) 原則凍結は問題で，学科の専門構成の欠落や年齢構成を重視す
べきであり，かつ，学生数縮減の段階的計画と教員の削減計画
とをリンクした長期計画に基づくべきである。
(3) 長期計画といっても短期間で十分にたてることはできないの
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で， 1999年度だけ一息入れて，一年間，闘を置いてゆっくり考
えて着実に実行していく，と理解してよいか。
(4) 例外措置の申請の取り扱いにおいて，緊急を要し新規採用を
行っても，長期的には減員につながることを示し，かつ，学科
の専門構成や年齢構成を考慮した，学科の長期的人事計画に基
づいていることを，判断材料にすべきである。
(5) 計画や規則といっても運用するのは人間だし，結局，話し合い
しかないので，原則と例外についての記述，しかるべき機関を
学部長会議とする，という原案に基本的に賛成する。
(6) 学部長会議に任されても困るし，また，学部の中にまで入り込
まれでも困る。
(7) 定員基準値を前提にして採用人事を考えるということで，人事
権にかかわることを，ここで議論をしなくともすむのではない
か。
「学長提案jに対する各学部見解調整委員会第5回会議録
1998年2月12日18時第l会議室
1 調整委員会第4回会議録を，原案(別紙)の通り，承認した。
2 小委員会書記の中村委員から次の〈説明・報告〉があり，承認した。
(1) 小委員会による， r意見等jの要約や『意見等jへの回答に対す
る， r意見等j提出者によるコメントを求めたこと。その結果，
井上委員のコメントを配布資料⑤として添付したこと。
(2) r開講総コマ数上限Jを「目安Jとして扱うよう第二次報告を修
正することについて，第4回調整委員会配布資料⑥に基づき，
次回の本委員会で審議したいこと。
3 調整委員会の今後の作業の進捗の目処について
3月頃まで重要な点を詰め， r全学組織運営委員会Jに残すべき点は
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残すこととしたいとの提案があり，審議を進めて，なるべく早く原案
を確定するように努力することとした。
4 教授会での審議・承認を求める文書の形式については， r学長提案j
に対する各学部見解調整委員会における合意(案)J(配布資料③)が
確定すれば，それに基づき，より簡約にしたものにすること，が承認
された。
5 r開講コマ数調査J(配布資料④)について説明がなされた。
6 r学長提案jに対する各学部見解調整委員会における合意(案)その
1 (別表Aと別表Bを含む)J(配布資料③)が審議され，次の通り
承認された。
(1) 1. ①について， r，および大学院学則第8条の定める大学院収
容総定員180名jを削除すること。
(2) 1. ②について， r，大学院収容総実員は，上記180名の1.2倍
である 216名Jを削除すること。
(3) 2. ハ)について， r各学部学科教員基準値Jという名称は暫定
的なものとし，以後の項目とも関連するので先送りすること。
(4) 2. ニ)については保留とし， rことを原則とするJ(2カ所)の
修正案，及び井上委員の対案の提出を待って，審議すること。
ただし， r小委員会Jを「本委員会Jと修正すること。
(5) 2. ホ)について， rしかもその数値をJの部分を，明確にすべ
く修正案を提出すること。
7 委員会における主な質問意見は，次の通りであった(順不同)。
(12) 
(1) 調整委員会の今後の作業の進捗の目処について， 3月までは無
理で，急ぐべきではない。
(2) 手続きについての意見にとどまらず，内容の審議を進めるうえ
で，原案への対案が示されるとよい。
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「学長提案jに対する各学部見解調整委員会第6回会議録
1998年2月20日18時第l会議室
1 調整委員会第5回会議録を，原案(別紙)の通り，承認した。
2 第5回会議以後の小委員会の活動を報告した。
3 rr学長提案jに対する各学部見解調整委員会における合意(案)その
1 (修正版)Jについて，次の確認を行った。
「合意(案)その 1(修正版)Jの確認，および資料「⑤合意(案)
その 1 ニ)に関する修正案[井上委員作成日の配布を確認し， r合
意(案)その2Jに進むことを承認する。ただし， r合意(案)その1
(修正版)Jに今後も意見を述べることができる。
4 rr学長提案』に対する各学部見解調整委員会における合意(案)その
2Jが最終部分まで審議され，質問・意見の後，次のとおり承認され
た。
(1) r2.へ)(A) r開講総コマ数上限jの目安jに関し，岩谷委員が
次固まで修正案を提出すること。
(2) r2.へ)(B) r開講責任コマ数Jに関し，
① 「標準として 200名」に対し，井上委員が次固まで修正案を
提出することo
② 「ただし， r英語j…jに対し，岩谷委員が次固まで修正案
を提出すること。
(3) そのほかにも，各委員に意見があれば，文書にて， 2月27日午
後5時まで学事課へ提出すること。
5 今後の調整委員会の日程を次の通り承認した。
(1) 3月 9日(月) 15時-17時第7回
(2) 3月16日(月) 15時-17時第8回
6 委員会にお付る主な要望事項
(1) r2.チ)r各学部教授会定員jの算定jに関し， r二部関係の数値
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について…J，基準値を 1/3から 1/2に引き上げてほしい。
「学長提案Jに対する各学部見解調整委員会第7回会議録
1998年3月9日15時第3会議室
1 調整委員会第6回会議録を，原案(別紙)の通り，承認した。
2 調整委員会第6回会議以後の小委員会の活動を報告した。
3 r学長提案jに対する各学部見解調整委員会における合意(最終案)J
の審議を行い，次の通り修正し，承認された。
(1) 前文 3行目活動→審議
(2) <別表A} 教職 学長
. -ー" . 
学長 教職
(3) <別表B} 教職非 5 5.5 → 学長 1 1 * 
学長 11* 教職者 5 5.5 
(4) 2.チ) なお全学的配慮が必要 → 全学的配慮がなお必要
(5) <f合意Jへの付記2} ③恒常定員化 → 恒常的定員化
(6) 向上 ③経済・商・法各50名 → 経済・商・法各学科50名
4 r学長提案』に対する各学部見解の調整文書(案)Jの審議を行い，次
の通り修正し，承認された。
(1) 2. ハ)不完全L字型組織→教員組織
(2) <f調整文書j別表〉教職 5+ 学長 1+ 
一+・
学長 1 教職 5 
(3) 同左 5.5 1 
-ーl砂
1 5.5 
(4) 2. チ)なお全学的配慮が必要 → 全学的配慮がなお必要
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5 上記4の通り「調整文書(案)Jが承認されたので， r調整委員会にお
ける合意Jの前文の次の箇所に日付を入れた。「調整文書案 (1998年
3月9日付)J
6 今後の日程について
(1) r調整文書(案)Jは， 3月12日の各学部教授会で検討のうえ，窓
見を聞いて， 3月16日の調整委員会で必要ならば調整する。そ
のうえで， 3月18日の全学教授会に，調整委員会の原案として
提出し，議決承認を求めることとする。
(2) したがって， r調整文書(案)Jの前文を次の通り修正する。
「…昨年4月から審議を始め， → r.一昨年4月から審議を重
このたび以下のとおりの調整
にいたったので，報告いたしま
す。学部教授会・全学教授会に
ねた委員会の作成した原
案を，学部教授会の検討を
経て，最終的に全学教授会
おいてご承認くださるように において議決承認するも
お願いします。j のである。J
(3) r調整委員会における合意Jを， r調整文書(案)J検討の参考文
書として添付することにし，両文書を各学部教授会の前に全教
員に配布することとする。
「学長提案Jに対する各学部見解調整委員会第8回会議録
1998年3月16日15時第1会議室
1 調整委員会第7回会議録(案)および第8回会議録(案)の取り扱い
について，次の通り承認された。
調整委員会は第8回で終了するので，第7回および第8回の会議録
の取りまとめを，議長の倉松学長，書記の鈴木委員，小委員会書記の
中村委員の協議にゆだね，後日各委員に配布することとする。
2 調整委員会第7回会議以後の小委員会の活動を報告したo
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3 3月10日に全教員に配布された「調整委員会における合意jおよび
「各学部見解の調整文書(案)の修正必要箇所について(案)Jが審議
され，原案の通り承認された。
4 r各学部見解の調整文書(案)Jおよび「調整委員dZ詮意jに記載の
ある， r専任教員jについて， r嘱託教授Jおよび「契約教師J(現在
は英文学科のみ)を含めることにし， r学長提案jの1r (2)教員総数
を320名とすること…Jに算入することが，承認された。
5 r1999年4月新規採用人事についての暫定措置J(r合意Jへの付記
1))を審議承認した，第4回調整委員会において， r結果については，
学長が調整委員会に報告することJになっていたが， r全学組織運営
委員会(仮称)Jに報告することとして，承認された。
6 r全学組織運営委員会(仮称)Jについて，規程の作成，組織(本委員
会・小委員会・作業委員会)，構成員等の構想が，倉松学長によって
述べられた。
7 r調整委員会Jの終了にあたって，倉松学長より，委員への感謝と，全
学教授会における協力の依頼がなされた。
|資料第1部その3|各学部見解調整小委員会会議要録
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第1回会議要録
(第2回会議で確定)
日時:1997年4月30日 18:15~19: 45 
会場:東北学院同窓会館
参加者:倉松功(委員長)・遠藤健一(文学部英文学科)・鈴木勝男(経
済学部経済学科)・後藤幸弘(工学部電気工学科)・大江篤志(教
養学部人間科学専攻)・中村英(書記，法学部法律学科)
審議の結果確認された事項
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1 【小委員会の組織】 倉松委員が本小委員会の委員長となる。
2 【小委員会の課題】 各学部の審議結果・見解の検討・調整を通じて，
調整委員会が全学教授会に提案するための調整案の草案を作成する
こと。
3 【審議にあたっての基本姿勢】 本小委員会は， r学長提案Jに取り上
げられた事柄から議論が分散しないよう注意し，迅速で効率的な審議
を行なう。また，本小委員会においては，各委員が所属する学部の利
害を代表するのではなく，委員全員が一体となって親委員会である調
整委員会に対して直接の責任を負う。
4 【審議の順番】「学長提案Jの順に従う。
5 【学生数について】
①学生の収容定員については，教養学部の定員増問題，教育負担の
過重な学部の定員減問題等さらに検討すべき問題が残されること
が確認されたが，二部改革，臨時定員増の処理など未確定の問題
が多いこともあり，今回の調整にあたっては，学則4条の定める
学部学生収容総定員 10，000名を前提として作業を行なう。
②実施10年後の学部学生収容総実員については，上記10，000名の
1.2倍にあたる 12，000名とする。
6 【今後の会議日程】 第2回は5月8日16時から，第3回は5月22日
の全学教授会終了後に行なう。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第2回会議要録
(第3回会議で確定)
日時:1997年5月8日 16:0....17: 55 
会場:土樋キャンパス 64年館324番教室
前回(第1回)会議要録の承認
-前回会議要録案が承認された。
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審議の結果確認された事項
1 【大学院2専攻の増設にともなう教員定員増】 本年4月に文学研究
科に2つの専攻が増設された。学長提案での教員数算出の際にはこの
2専攻が考慮されていなかったのであり，他方，従来の例から 2つの
新しい専攻については順次後期課程まで設置される見通しであるこ
とから，今後の教員数の計算にあたっては，関係法令の定める必要最
低数である各専攻4名，合計8名の教員定員の増加を考慮にいれて作
業をする。
2 【専任教員数に関する，本小委員会の第1の作業】 前回に確認した，
学則4条の定める学部学生収容総定員(各学部学科の定員もそこに定
める数)を前提に，関係法令等の定める専攻教員の必要最低数の算出
をこの小委員会の今後の第1の作業とする。
3 【関係法令等の定める必要最低専任教員数の算出(途中まで)】 この
作業を開始したが中途で終わった(ここまでの作業をまとめた必要最
低専任教員数に関する来完成の図は別記Aのとおり)。なおこの作業
の過程で，教養学部に関しては設置基準の別表1と別表2との総合で
計算するのは適当でなく， r教養学部の基本的なあり方について(昭
和39年10月16日大学設置審議会総会了承)Jにもとづくべきことが
確認された。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第3回会議要録
(第4回会議で確定)
日時:1997年5月22日 17:30--19: 00 
会場:土樋キャンパス 64年館324番教室
前回(第2回)会議要録の承認
-前回会議要録案が承認された。
審議の結果確認された事項
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1 【関係法令等の定める必要最低専任教員数の算出(つづき)】 前固ま
での作業では，キャンパス利用の態様が同一である 3グループ(①
1・2年泉， 3・4年土樋の文経法，② 1--4年土樋の二部，③ 1--4年
多賀城の工)にわ砂，それぞれに設置基準別表2をあてはめ，① 52，
② 6，③ 20という数を出した。今回は，各学部学科の教育に振り向
りられるべき必要最低専任教員数を算出するため，設置基準別表2関
係の教員数を各学科の単位にまで配分することとした。
2 【設置基準別表2の教員数を各学科に配分する基準について】 上記
①~③に分けられた数を①~③それぞれの中の学部学科で配分す
ることを前提に，配分基準としては， a:学生定員での按分， b:設
置基準別表1による教員数での按分， c:半分を a，半分をbによる，
とする 3つの案が出され， c案を最終的な合意案とした。 a--c各案
による配分結果は別記Bのとおりとなった。
3 【教養学部専任教員および教員養成関係科目担当専任教員の必要最低
数算出の基準の確認について】 重要な問題であるので，教務部長で
もある鈴木委員が文部省に照会することとした。
4 【調整委員会への報告の仕方について】 当小委員会の作業をつづけ
た結果，報告するにふさわしいまとまりのある合意のできた段階にな
れば，作業のすべてが終了していなくとも調整委員会に報告すること
とした。
5 【今後の会議日程】 第4回は6月3日16時30分から，第5回は6月
9日18時30分から行なう。
「学長提案」に対する各学部見解調整小委員会第4回会議要録
(第5回会議で確定)
日時:1997年6月3日 16:40'"'-18: 10 
会場:土樋キャンパス 64年館331番教室
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前回(第3回)会議要録の承認
・一部修正の上で前回会議要録案が承認された。
審議の結果確認された事項
1 【設置基準別表2の教員数を各学科に配分する基準をc案とした経緯
について】前回会議でc案を合意案としたが，その経緯を調整委員会
に対して次のように説明することとした。
別表2は設置基準の大綱化以前はもっぱら非専門科目担当専任教
員の必要最低総数を算出する基準であった。このため，各学科の専門
教育の特質に関係なく，各学科の学生定員で別表2に関する教員数を
按分するという a案にも妥当性があった。しかし，大綱化以後は，別
表2で算出される教員数を非専門科目担当者に限る根拠はなくなっ
た。このため，学生定員による鮫分 (a案)を半分残しながら，別表
lによる教員数にこには各学科の専門教育の特質が織り込まれてい
る)による按分 (b案)を半分導入して最終的にc案を合意案とした。
なお，abcいずれの案もその前提として，教養学部を除くすべての
学部学科を，キャンパス利用の態様が同一である 3グループにわげて
そのそれぞれに別表2の基準を適用して教員数を出していた。これに
対して， 3グループにわけることなく別表2の基準をあてはめるべき
だとの異論が生じ得る。しかし，当小委員会としては，①学長提案
が参照を求めていた長期計画委員会作成の表が3グループにわけて
いたこと，②法学部を除く各学部が，長期計画委員会作成の表の方
式に依拠して計算をしていることを考慮して， 3グループにわけると
いう方法を維持した。
ただし，この方式はここにおいて計算方式として意味を持つのであ
り，今後の教員の所属組織のありかたに関する問題は別個に検討す
るo
2 【教養学部専任教員および教員養成関係科目担当専任教員の必要最低
(20) 177 
調整委員会会議録 (1997-98)等
数算出の基準の確認の結果について】 前回会議での確認のとおり，
鈴木委員が法人の担当職員に依頼して文部省の担当係官に照会した
結果，電話によって伝えられた回答について鈴木委員より，別紙資料
(全7枚)を提示の上で報告がなされた。結論の要点は次のとおり D
① 「教養学部の基本的なあり方について(昭和39年10月16日大学
設置審議会総会了承)Jは設置基準別表1備考六にいう「別に定
めるJとされる定めではない。また， f別に定めるjものとして
現在成文化されたものはない。必要に応じ大学設置審議会が定め
ることになろうが，なお，上記「総会了承Jは，そうした際に参
考にされる可能性があるo
② 「大学において教員養成の課程を置く場合の審査内規(昭和53年
2月20日教育職員養成審議会決定)により，本学では入学定員
1，201人以上であるため必要専任教員数は f5人以上jとされる。
3 【調整委員会の開催について】 次回(第5回)会議の結果をみて 6月
19日に調整委員会を開催するかどうかを決定する。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第5回会議要録
(第6回会議で確定)
日時:1997年6月9日 18: 30.-.21 : 00
会場:土樋キャンパス 64年館331番教室
前回(第4回)会議要録の承認
・一部修正の上で前回会議要録案が承認された。
審議の結果確認された事項
1 【各学部学科の教育に振り向けられるべき専任教員数<f各学部学科教
員定員基準値J)について】 第3回会議で確定した別記Bの数値を
1.1倍して，これを各学部学科の教育に振り向けられるべき専任教員
数とし，また，これを「各学部学科教員定員基準値Jと呼ぶことにし
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た。1.1倍した各学科の数値は別記Cのとおりである。
この数字は，今後，専任教員の組織所属のあり方の原則の検討や，
さらにその原則にもとづく各学部教授会定員の算出の際の基礎とな
る。ただし，二部関係の数値については，今後の関係学部の努力を見
極めた上で，なお全学的配慮が必要かどうかあらためて検討する可能
性がある。
2 【各学部教授会定員の確定等にむけて】 大江委員から，各学部教授会
定員を確定するまでの今後の手順や考慮すべき事項について意見が
述べられた。当小委員会としては大江委員の提示した問題を扱う必要
性を認めたが，詳細については，なお今後検討することとした。
3 【6月19日の調整委員会への中間報告について】 ①これまでの小
委員会の審議概要の報告，②「各学部学科必要最低専任教員数Jr各
学部学科教員定員基準値Jの提示と説明，③小委員会の今後の課題，
の3点を報告し，委員の意見を出してもらうことをねらいとして，調
整委員会委員長でもある倉松委員に同委員会を6月19日に招集して
もらうことにした。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第6回会議要録
(第8回会議で確定)
日時:1997年7月7日 18:20....19: 55 
会場:土樋キャンパス 64年館332番教室
前回(第5回)会議要録の承認
・一部修正の上で前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
1 【今までの到達点の確認】 第5固までの小委員会での審議，および第
2回の本委員会の審議を通じて，各学部学科の教育に振り向けられる
べき専任教員の数値(各学部学科教員定員基準値)が確定した。この
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基準値を前提に今後の審議が行なわれる。
2 【教員組織のあり方について】 教員組織のあり方について，経済学部
見解は，十年間の経過期間を設けるものの， r縦割Jの組織を主張し
ている。これに対して，その他の4学部(文・法・工・教養)は，そ
れぞれの学部見解中の用語法や説明の分量などに差異はあるものの，
実質的に文学部見解にいう「不完全L字型jの組織を主張している。
また，鈴木委員からは教員組織のあり方について，全学を通じて単
一の形態にすることの話し合いが一致しない場合は，経済学部は縦割
にするなど，各学部の決定に任せる，との見解が述べられたが，この
見解に対して残り 5人の委員からは否定的見解が述べられた。
「縦割jの根拠としては，学部の教育目的に沿った非専門科目も含
めて4年間一貫した教育課程を編成し，責任をもって実施するのは各
学部であるべきであるから，非専門科目も含めた，学部学生の収容人
員に対応する教員数が各学部に所属しその任に当たる，という形態が
ふさわしいという点が指摘された。
「不完全L字型jの根拠としては，この組織形態が， r有為の人材を
多数抱える本学規模の大学にあって，人材を専門・非専門に固定せず
に活用できる余地を残す点jが指摘された。
[盤塑Lに対しては次の堅固が出された。
①仮にこの形態が完成しても，各学部は学部所属教員だけで全ての
授業を運営することはできず，非常勤はもちろん他学部所属教員
の協力も必要となり，そもそも，自らの学部学生向け授業担当者
をすべて学部所属者にすることは不可能ではないか。
② 経済学部見解にあるとおり， r縦割Jの下での各学部所属教員の
担当科目内容が，専門と非専門の割合を含めて各学部にまかされ
た場合，全学的に必要な非専門科目の担当者を確保する保証がな
くなってしまうのではないか。
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③ 「縦割Jは，現在の組織との隔たりの大きさを考慮すると実際に
導入するのが困難な組織原理ではないか。
「不完全L字型jに対しては次の疑問が出された。
① 非専門科目担当者を多数所属させることになる学部が，他学部の
非専門科目に対する本来の責任をはたさずに，その人的エネル
ギーを所属学部の専門科目に向けることになり，実質的に不公平
にならないか。
② この形態では，多くの学部における教授会構成が専門の近いもの
だけとなり， 4年間一貫した教育課程の編成・実施に際し，専門・
非専門科目の担当教員相互の意志疎通を欠き，一体となってその
任に当たることに支障が生じないか。
上記の諸点について討議がなされ，小委員会としては，全学を
通じて単一の組織形態を採ることを前提にして，採用すべき「教
員組織のあり方Jについては， r不完全L字型J，あるいは「不完
全縦割j型jとも呼べる混合型として今後の審議を行なうことにし
た。
3 【「第2回本委員会会議録案Jの扱い】 鈴木委員から， 6月19日に開
催された第2回本委員会の会議録案が，小委員会の場で提出された。
次回小委員会(7月14日開催)までに各委員が内容を検討しておくこ
ととした。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第7回会議要録
(第8回会議で確定)
日時:1997年7月14日 18:20--19 : 55
会場:土樋キャンパス 64年館332番教室
前回(第6回)会議要録の扱い
第6回会議で確認された， r教員組織のあり方Jの内容の明記など，大幅
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な加筆を会議要録案に行なうこととした。また，①第6回会議では重要な
事項を扱ったため，同会議の要録作成は慎重になされるべきであるという
こと，②第6回会議要録案の作成が遅れ，第7回会議の場ではじめて配布
され，各委員が十分な検討の時間を持てなかったということ，の2点を考
慮し，この場で会議要録に関する合意をふまえて書記が「第6回会議要録
(第二次案)Jを作成し，事前にそれを配布した上で，最終的確認は第8回
会議の場にすることとした。
審議等の要点とその結果確認された事項
【教員組織の形態にともなう利害得失の整理について】 前回(第6回)会
議で，この小委員会が今後作業をする上で前提とする「教員組織のあり方J
は確認されたが，どの形態を採るかの判断に際し何が考慮されたかを明示
することは大切であり，今後本委員会や教授会への報告に際しでも重要な
意味を持つ事柄である。そこで， r縦割jの場合， r不完全L字型jの場合，
それぞれの利害得失をより詳細に文書にして整理する必要が確認された。
このため，各委員から文書で意見を求めることにした。
【大江・中村各委員からの今後の作業についての提案】 大江・中村各委
員から，それぞれ用意した文書(前者=r教養科目j配分作業の手続きに
ついてJ，後者=r今後の課題J)にもとづき，今後の作業の内容，手順お
よび留意点などについて意見が述べられた。
【当面の作業内容について】 全学にお付る共通の非専門科目に割り当て
る教育の割合を仮に2割として，まず第一に，現行カリキュラムで必修ま
たは選択必修とされているものの運営にどれだけのコマが必要であるか等
を検討することとし，このための検討資料は，次固までに書記が用意する
こととした。
【「第2回本委員会会議録案Jの扱い】 前回(第6回)の小委員会会議の
際の申し合わせにもかかわらず，会議録案に対してはごく一部の委員から
意見が鈴木委員(本委員会書記)に届貯出られたにとどまったため，さら
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に意見を求めることとした。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第8回会議要録
(第9回会議で確定)
日時:1997年7月28日 9:0....10: 25 
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前々回(第6回)・前回(第7回)会議要録の承認
第6回会議要録第二次案に関して，倉松委員および鈴木委員からのそれ
ぞれの修正提案を検討し，それらの一部を採用した上で第6回会議要録案
を承認した。
第7回会議要録案を検討し承認した。
審議等の要点とその結果確認された事項
【教員組織の形態にともなう利害得失の整理について】 「縦割jの組織を
採用する利点あるいは必要性として鈴木委員が文書で提出した 7項目につ
いて音読した上，質疑応答をした。
【現行カリキュラムで必修・選択必修とされている全学共通の非専門科目
の運営に必要な開講コマ数について】 前回(第7回)の合意にもとづき，
書記の中村委員が用意した資料の説明を行なった。
【「第2回本委員会会議録案Jの提示】 鈴木委員から， r第2回本委員会
会議録Jの第二次案が提示された。
【今後の本小委員会の日程】9月8日(月)10: 0....12 : 00に第9回，翌9
日(火)17: 0....18 : 30に第10回を開催する。
前者では主に「教員組織の形態にともなう利害得失についてJ，後者では
主に「現行カリキュラムで必修等とされている全学共通非専門科目に必要
な開講コマ数についてJ扱う。
なお，全委員が「縦割Ji不完全L字型jそれぞれの形態の利害得失につ
いて自分の考えをまとめ第9回小委員会に提出する。
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「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第9回会議要録
(第 10回会議で確定)
日時:1997年9月8日 10:00--12 : 00 
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前回(第8回)会議要録の承認
・一部修正の上で前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【教員組織の形態にともなう利害得失の整理について】 前回の確認にも
とづき，遠藤・後藤・大江・中村の4委員から「縦割Jr不完全L字型jそ
れぞれの形態の利害得失に関連して各自の考えをまとめたそれぞれの文書
が提出された(なお，鈴木委員からは前回提出されている)。
今回文書を提出した 4委員から順次内容の説明が行なわれ，ひきつづき，
関連した質疑応答も行なわれた。
以上の作業を踏まえて，書記の中村委員が，小委員会として今後本委員
会などに提出する文書の草案を準備することとなった。
【非専門科目の運営に必要な開講コマ数等について】 遠藤委員から，①
文学部3学科の非専門科目の開講状況のまとめ，②開講条件など若干の
手直しを前提にした場合，文学部の非専門科目のために必要となる開講数，
専任教員数等のまとめ，および，③全学で開講する非専門科目の内容を若
干手直しすることを前提にした場合，どの程度の人員で全学の非専門科目
を運営可能となるのか等についてのまとめ，の以上3点の資料が出され，提
出者による内容の説明と，ひきつづいて関連する質疑応答が行なわれた。
【今後の本小委員会の日程】 9月9日(火)の会議は開催せず， 9月10日
11: 00--12 : 30に開催することとした。ここでは，非専門科目の運営のあり
方等について継続して検討する。
170 (27) 
調整委員会会議録(1997-98)等
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第10回会議要録
(第1回会議で確定)
日時:1997年9月10日 1: 00，..12: 0 
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前回(第9回)会議要録の承認
-前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【この小委員会の今後の作業と手順について】 中村委員から提出された
資料「調整小委員会の今後の課題と作業手順についてJ9月10日付， B4x 
2枚)の説明と質疑応答がなされたが，内容についてはなお検討することに
なった。
【非専門科目の運営に必要な開講コマ数等について】 前回にひきつづき
非専門科目の運営に必要な開講コマ数等について検討することとなり，各
委員の見解が述べられたが，時間不足のためまとまった結論を得ないまま
終わった。
【次回の本小委員会】 9月29日17:30から開催することとした。ここで
は，非専門科目の運営のあり方等について，およびこの小委員会の今後の
作業について継続して検討する。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第1回会議要録
(第12回会議で確定)
日時:1997年9月29日 17:30，..19: 45 
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前回(第10回)会議要録の承認
・前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【非専門的科目担当教員の最低割合について】 前々回・前回にひきつづ
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き非専門科目の運営に必要な開講コマ数等について検討した。
この結果，各学部学科が教育課程の改正を検討する際に，教育課程全体
の中で非専門的科目に振り向ける専任教員数の，r各学部学科教員定員基準
値Jに対する最低の割合を20%にする。
【経過措置の重要性について】 作業の結果，各「学部教授会定員Jが確
定しでも，現状からその定員の状態に到達するまでの経過措置が重要であ
ることを確認した。
【次回の本小委員会】 10月20日17:30から開催することとした。ここ
では，これまでの審議結果を親委員会に報告する形にまとめられないかど
うかも検討することになり，親委員会への報告草案を書記の中村委員が用
意することとなった。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第四国会議要録
(第13回会議で確定)
日時:1997年10月20日 17:30....20: 10 
会場:土樋キャンパス67年館第5会議室
前回(第1回)会議要録の承認
-前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【親委員会に出す報告書について】 中村委員が用意した親委員会への報
告草案(r学長提案』に対する各学部見解調整小委員会第二次報告J(第一
次案))を順次審議・検討して，同草案の5の部分にまで進んだ。
【今後の本小委員会】 第13回を 10月29日，第14回を 1月5日，第15
回を 1月29日に開催し，親委員会(調整委員会)は12月1日に開催する
こととした。本日の審議を踏まえて中村委員が，親委員会への報告草案の
第二次案を作成し，第13回小委員会前にできるかぎり時間の余裕をもって
各委員に配布することとした。
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第13回会議以降は，この第二次草案を検討する形ですすめられる。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第13回会議要録
(第14回会議で確定)
日時:1997年 10月29日 18: 15，-，19 : 45
会場:東北学院同窓会館
前回(第 12回)会議要録の承認
.前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【親委員会に出す報告書について】 中村委員が用意した親委員会への報
告草案(第二次案)を，最初から順次審議・検討して，同草案の 17の部分
にまで進んだ。
【今後の本小委員会】 本日の審議を踏まえて中村委員が，親委員会への
報告草案の第三次案を作成し，第14回小委員会前にできるかぎり時間の余
裕をもって各委員に配布することとした。
第14回会議以降は，この第三次草案を検討する形ですすめられる。
「学長提案」に対する各学部見解調整小委員会第14回会議要録
(第15回会議で確定)
日時:1997年 1月5日 18: 15，-，19 : 45
会場:荒町市民センター
前回(第13回)会議要録の承認
.前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【第3回親委員会に出す報告書について】 中村委員が用意した親委員会
への報告草案(第三次案)を， 2.3.を先に，次いで1.の (1)から (6)ま
でを検討し，必要な修正を加えた。
【第3回親委員会の運営について】 第3回の親委員会では小委員会から
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の報告の説明を行う。
小委員会の作業がおおすじで承認された場合，小委員会の報告内容に対
する意見や質問については，期限を設付て各委員からあらためて文書で提
出してもらうようにするという意見があった。
【今後の本小委員会】 本日の審議を踏まえ，各委員は追加的な意見があ
る場合それを 1月20日ころまでに中村委員に伝える。中村委員は本日の
審議と，各委員から提出される追加的意見を勘案して，親委員会への報告
草案の第四次案を作成する。この第四次案は，第15回小委員会前にできる
かぎり時間の余裕をもって各委員に配布する。第15回会議では，この第四
次草案を検討して，第3回親委員会に提出する案を確定する。また，第3回
親委員会以降の日程についても検討する。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第15回会議要録
(第18回会議で確定)
日時:1997年1月29日 14:15~16: 30 
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前回(第14回)会議要録の承認
-前回会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【第3回親委員会に出す報告書について】 中村委員が用意した親委員会
への報告草案(第四次案)を， 1.の (7)を先に，次いで草案の最初から最
後までを検討し，必要な修正を加えた。文面が確定できない数箇所につい
ては，鈴木委員と中村委員に一任して，小委員会としての第二次報告につ
いての審議を終了した。
【第3回親委員会の運営について】 第3回の親委員会では， (報告，質疑
応答〉として，①第2回親委員会以降の小委員会の活動報告，②小委員
会第二次報告の説明，および③第二次報告に関する質疑応答を行う。ま
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た〈議題〉として，①第2回親委員会会議録の確認，②第二次報告の扱
い，および③今後の日程，を扱う。
【第二次報告の今後の扱いについての小委員会原案】 「第二次報告Jは
「中間報告Jとともに， r全学教授会に対する提案Jという表題の文書にま
とめる，という扱いを小委員会としての原案とした。
【今後の日程についての小委員会原案】 今後の日程についての小委員会
原案を決定した。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第16回会議要録
(第18回会議で確定)
日時:1997年12月16日 13: 00--15 : 45
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前回(第15回)会議要録の承認
-前回会議要録案がまだ用意されていないため，その承認は次回以降に行
なうこととされた。
審議等の要点とその結果確認された事項
【「中間報告Jr第二次報告jに対する意見等の整理】 親委員会の委員か
ら出された 10通の意見等をその内容に即して，報告のどの部分に関係する
ものであるかの整理作業を行なった。
【「意見等Jの検討】 検討の結果，小委員会としては，第二次報告1.(3) 
(A)の「開講総コマ数の上限Jについては，あくまでも「目安」として扱
うべきものとの結論にいたった。
【今後の小委員会の作業】 12月2日に第17回の会識を聞き，そこで
「意見等jの検討を終えるとともに，第4回の親委員会(調整委員会)に向
けた準備も行なうこととした。
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「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第四国会議要録
(第18回会議で確定)
日時:1997年12月22日 13:00.，16 : 10
会場:土樋キャンパス 67年館第5会議室
前回(第16回)会議要録の承認
・前回会議要録案がまだ用意されていないため，その承認は次回以降に行
なうこととされた。
審議等の要点とその結果確認された事項
【第3回調整委員会の会議録案の承認】 鈴木委員から，第3回調整委員
会(12月1日開催)の会議録案が提出され，一部修正の上，承認された。
【第3回調整委員会以降第4回調整委員会までの小委員会の作業を第4
回調整委員会で報告することについて】 「中間報告J及び「第二次報告Jに
対する意見の扱いを中心とした，この間の作業を第4回調整委員会で報告
することとした。
【小委員会の報告への質問に対する回答について】 小委員会の報告への
質問には第4回調整委員会の場で回答することとした。このため，各意見
等に含まれる質問を順次検討して回答内容も検討した。ただし，時間不足
となり，検討できなかった部分は書記の中村委員が回答原案を作成するこ
ととした。
【「意見等Jの検討】
1 第二次報告1.(6)の暫定措置については，この記述を3の末尾に移動
し，付記とすること。ことがらの性質上，組織委員会の将来の課題に
かかわるものだが， 1999年4月採用人事に関しては組織委員会が間
に合わないため，学部長会議にまかせること，との内容で，これも中
村委員が原案を作成することとした。
2 第二次報告1.(3) (A)の「開講総コマ数の上限jについてはあくま
でも「目安Jとして扱うべきものとの結論にそって，第4回調整委員
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会に提出する原案を中村委員が作成することとした。
【今後の小委員会の作業】 12月26日頃を目処に中村委員が上記の3点
に関する原案と 15回--17固まで3回分の小委員会審議要録案等を作成し
て，他の委員に郵送する。他の委員から戻された文案をもとに，中村委員
が3点に関する原案の第二次案を作成し， 1月6日までに再度他の委員に
届け，それへの回答を確かめた上で，第4回調整委員会への提出書類の内
容を確定する。
次回の小委員会は 19日午後4時から 7時までの予定とする。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第18回会議要録
(第四回会議で確定)
日時:1998年1月19日 16:00--19: 00 
会場:土樋キャンパス 64年館324番教室
第15回~第 17回会議要録の承認
・これらの3回分の会議要録案がだされ，第15回と第16回については案
文のまま，第17回については一部修正の上承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【第4回調整委員会の会議録案の承認】 鈴木委員から，第4回調整委員
会(1月 8日開催)の会議録案が提出され，一部修正の上，承認された。
【小委員会による要約や回答の適切さに関する照会】 小委員会報告への
意見等を寄せた委員に対して，①小委員会による意見の要約，および②
意見等に対する小委員会の回答に不適切な点がなかったか照会し，次回(第
四回)小委員会会議前に回答をもらうことにした。
【「開講総コマ数上限jを「目安jとする点の，次回親委員会での扱い方】
第二次報告にあった， i開講総コマ数上限Jについて，小委員会がこれを目
安としてあっかうよう第二次報告を修正することは次回(第5回)の親委
員会 (2月12日開催予定)であらためて報告する。しかし，開講総コマ数
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上限に関する論議は，報告文書全体を最初から最後まで検討する作業の中
で行なうことにする。
【今後の作業の進捗予定と教授会にはかる文書の形式について，次回親委
員会で報告し承認を得る必要】 次回(第5回)親委員会では，第4回議事
録確認，開講総コマ数上限を「目安Jとするという修正の報告に引き続き，
① 今回の親委員会での作業を3月末をめどにまとめるよう努力するこ
と。
②教授会に対しては，小委員会の「中間報告Jr第二次報告Jをあわせ
て，必要な修正を加えたものそれ自体を提出するのではなく，それ
を締約したものを提出すること。
の2点を報告し，承認を求めるo
【小委員会の「中間報告Jr第二次報告jの再検討】 小委員会委員の全員
で報告を再検討するため，中村委員の用意した，中間報告と第二次報告を
合体させた r学長提案jに対する各学部見解の調整案(素案)Jを対象と
して，その最初から討議を開始した。
この結果， 2ノ、)の途中まで討議を行ない，必要な修正箇所を確定した。
【次回(第19回)小委員会の予定】 次回は1月31日(土曜)14時から
16時まで行なうこととした。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第四回会議要録
(第20回会議で確定)
日時:1998年1月31日 14:0...16 : 00
会場:東北学院同窓会館3階小会議室
前回(第18回)会議要録の承認
-前回会議要録案が，一部修正のうえ承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【小委員会による要約や回答の適切さに関する照会に対する回答】 唯一
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井上委員から提出された回答のコピーが配布された上，その内容の要点に
ついて中村委員から紹介がなされた。
【資料「開講コマ数調査jについて】 学事課に作成依頼した資料 (r開講
コマ数調査J1月31日付)が鈴木委員によって配布され，その内容の説明
がなされた。審議の結果若干の表現を手直ししたうえで，この資料を次回
親委員会で配布することとした。
【小委員会の「中間報告Jr第二次報告Jの再検討】 前回小委員会の後半
の作業をひきつぎ，中村委員の用意したr学長提案jに対する各学部の調
整案(素案)Jを対象として，検討を行なった。
この結果， 2ホ)まで検討し，必要な修正箇所を確定した。
なお，上記の修正の中で特に重要なのは，①小委員会報告の原案にあっ
た「各学部学科教員定員基準値Jという用語法についてなお強力な反対の
声のあることをも考慮して，最終的な用語の確定は親委員会において全体
の検討をすませた後に行なうこと，②ただし， r各学部教授会定員Jとい
う用語にも「定員Jという文言が入っているために生じかねない混乱を避
けるために，瞥定的に，r各学部学科教員基準値J(省略的表現としては，r教
員基準値J)を用いることとしたことのこ点である。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第20回会議要録
(第22回会議で確定)
日時:1998年2月16日 9:30....12: 00 
会場:土樋キャンパス 67年館5階第5会議室
前回(第19回)会議要録の承認
-前回会議要録案が，一部修正のうえ承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【第5回親委員会で議論となった表現の修正】 2月12日に行なわれた
親委員会での議論をふまえて， r合意(案)J中の修正案が中村委員から提
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示され，審議の後，基本的にそれが承認された。
【「合意(案)その2Jについての審議】 審議を行なったが，とくに，へ)
(B)の「開講責任コマ数jのあり方をめぐって議論がまとまらず，その論
点までで審議は終わってしまったo
【小委員会の今後の日程】 第6回親委員会のため十分な準備をするた
め，急逮，第6回親委員会当日である 2月20日の午前 (9時30分から 11
時30分まで)，第21回小委員会を開催することとした。
「学長提案jに対する各学部見解調整小委員会第21回会議要録
(第22回会議で確定)
日時:1998年2月20日 9:30....1 : 50
会場:土樋キャンパス 67年館5階第5会議室
前回(第20回)会議要録の承認の延期
・前回会議要録案がまだ準備できていなかったためその承認は次回以降に
行なうこととなった。
審議等の要点とその結果確認された事項
【「合意(案)その2Jの審議】 「合意(案)その2Jの審議をつづ貯，文
面の最後の部分にいたるまで合意した。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第22回会議要録
(第24回会議で確定)
日時:1998年3月6日 15:0....17: 00 
会場:土樋キャンパス 67年館5階第5会議室
前々回(第20回)・前回(第21回)会議要録の承認
前々回および前回の会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項
【「合意Jの最終的案文の検討】 2月20日の第6回親委員会での合意に
より，寄せられた 3名の委員(平河内，岩谷，井上)からの要望等を検討
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の上， r調整委員会における合意jの最終的案文とするため，修正すべき箇
所と修正の内容を確定した。
【教授会に提出する文書案】 教授会の審議における文書を， r合意Jを縮
約して作成し，親委員会にかりることとした。しかし，時間がなくなり，内
容の検討はできなかった。
【今後の日程】 3月9日の第7回親委員会に提出するべき，教授会の審
議にかげる文書案の小委員会案が確定していないことなどを考え， 3月7
日午後5時から学長室で第23回小委員会を開催することとした。
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第23回会議要録
(第24回会議で確定)
日時:1998年3月7日 17:00---18: 30 
会場:土樋キャンパス本館学長室
前回(第22回)会議要録の承認の延期
-前回会議要録案がまだ準備できていなかったためその承認は次回以降に
f子うこととなった。
審議等の要点とその結果確認された事項
【第6回親委員会会議録案の承認】 鈴木委員によって用意された第6回
親委員会会議録案が，小委員会として最終的に承認した。
【「調整委員会における合意(最終案)Jの確定】 前回小委員会での結論
のとおり必要な修正が行なわれたことを確かめたうえで，最終案を確定し
た。
【「各学部見解の調整文書案jの確定】 中村委員の用意した，教授会の審
議にかける文書案(各学部見解の調整文書案)草案を検討のうえ，必要な
修正を加えて，小委員会としての原案を確定した。
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「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第24回会議要録
(書記の中村委員の作成した文案を小委員全員に配布したうえで確定した
もの)
日時:1998年3月13日 9:30....1 : 30
会場:土樋キャンパス 67年館5階第5会議室
前々回(第22回)・前回(第23回)会議要録の承認
.前々回および前回の会議要録案が承認された。
審議等の要点とその結果確認された事項，その他
【「調整文書(案)Jの各学部教授会での審議状況】 3月12日に全学部の
学部教授会が開催された。文学部教授会においては原文どおり，また経済
学部教授会においては，技術的な修正をしたうえで，それぞれ「調整文書
(案)Jが承認された。法学部，工学部および教養学部各教授会においては
継続審議となったが， 3月18日の各学部教授会では承認されるだろうとの
判断が，各学部に所属する小委員会委員から示された。
【第8回親委員会での審議内容】 中村委員の用意したJ調整委員会にお
りる合意Jと「調整文書案Jの修正必要箇所についての文書を検討し，そ
の内容を承認した。さらにこの文書を第8回親委員会に提出し，審議承認
してもらうという取り扱いを小委員会の原案とした。
【第7回・第8回親委員会の会議録】 最終回となる第8回委員会会議録
案と，第8回に間に合わなかった第7回委員会会議録案とを後日，親委員
会のすべての委員に配布し，一定の期間をもうけて，内容についての意見
を求める。その意見を，倉松委員長と鈴木書記とが検討のうえ，必要なら
会議録の内容を整備して再度すべての委員に配布する。再配布後，一定の
期間内に異論がでなげれば，これら 2回分の会議録を確定する。以上の扱
い方を第8回親委員会で示し，承認を得ておくこととした。
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|資料第1部その41
1997・6・19
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会中間報告
I. 第1固から第5固までの小委員会会議審議概要
会場開催日:① 4月30日 ② 5月8日 ③ 5月2日
④ 6月 3日⑤ 6月9日
(いずれの会議にも委員全員出席)
小委員会委員:倉松功，遠藤健一，鈴木勝男，中村英，後藤幸弘，大
江篤志
審議の結果確認された事項の要点:
1. 学長提案の1.(1)の〈学生数について〉
① 今回の調整にあたっては，学則第4条の定める学部学生収容総定員
10，000名を前提とする。
②実施10年後の学部学生収容総実員は，上記10，000名の1.2倍である
12，000名とする。
2. 学長提案の1.(2)の〈教員数について)(途中まで)
イ) 【大学院2専攻の増設にともなう教員定員増】
教員数の計算にあたっては，大学院2専攻の増設にともなう教員定員と
して法令の定める必要最低数である 8名の増加を考慮に入れる。
ロ) 【関係法令等の定める必要最低専任教員数の算出及びその香学科への
配分】
(1) 設置基準別表1により各学科の必要最低教員数を算出する。
(2) 設置基準別表2については，キャンパス利用の態様が同一である 3
グループ(① 1・2年泉， 3・4年土樋の文経法，② 1--4年土樋の二部，③
1--4年多賀城の工)にわけ，それぞれ基準をあてはめ，① 52，② 6，③ 20
という数を出し，更に，①~③に分けられた数を①~③それぞれの中の
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学部学科に配分することを前提に，配分基準としては， a:学生定員での
按分， b:設置基準別表1による教員数での按分， c:半分をa，半分をb
による，とする 3案を検討し， c案を最終案とした。
別表2は設置基準の大綱化以前はもっぱら非専門科目担当専任教員の必
要最低総数の算出基準であったo このため，各学科の専門教育の特質に関
係なく，各学科の学生定員で別表2に関する教員数を按分するという a案
にも妥当性があった。しかし，大綱化以後は，別表2で算出される教員数
を非専門科目担当者に限る根拠はなくなった。このため，学生定員による
按分 (a案)を半分残しながら，別表1による教員数(ここには各学科の専
門教育の特質が織り込まれている)による按分 (b案)を半分導入してc案
を採用したわけである。
また，教養学部に関しては設置基準の別表1と別表2との総合で計算す
るのは適当でなく， r教養学部の基本的なあり方について(昭和39年10月
16日大学設置審議会総会了承)Jにもとづいて計算が行なわれた。
以上の計算の結果は別表Aのとおりとなった。
ハ) 【各学部学科の教育に振り向けられるべき専任教員数値<r各学部学科
教員定員基準値J)の確定】
別表Aで示された数字をそれぞれ1.1倍(この倍率は，学長提案にある
320名という数字の算出の際，必要最低数に掛けた数値と同一である)する
ことで，別表Bのとおりの内容を「各学部学科教員定員基準値Jとした。
1. 別表Aおよび別表Bに関連した説明
別表Bに示された「各学部学科教員定員基準値Jは，各学部学科の教育
に振り向りられるべき専任教員の数を示す計算値であるo今後，この数字
を基礎に，専任教員の組織所属のあり方の原則等の検討を経て，専任教員
の各学部教授会への所属の仕方が定まり， r各学部教授会定員jが確定され
ることになる。
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f学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会中間報告 (1997/6/19)添付資料
「修正版J(経済学部の網かけの部分を修正したもの97/12/1)
〈別表A} 必要最低専任教員数
(設置基準別表2関係の数字は，キャンパス単位で計算し，さらに，その数
字を学生定員 (a)，別表1の教員数 (b)で各学科に按分した。 (c)は (a)
と (b)の基準を各二分のー採用したもの。なお，教養学部分は別表1や別
表2とは別の基準によるべきものと考えて計算している)
大学院 別表
教職
別表 B表2 Ha 別表2 b B表2 HC 大設審学問
計(別表
2をcと
学長 2 して)
文英 4 12 1- 10.33 8.32 9.33 . 25.33 
基 2 5 0.34 3.47 1. 91 . 8.91 
史 6 9 6.89 6.24 6.57 ~ 17.81 . . 21.57. 
経経 19 15.50 13.17 14.34 : • • 36li:34 
商 13 8.61 9.01 8.81 : 23.15 -・ 2e.~81 
法 4 17 トー 52 10.33 11.79 11. 06 : 1.06 . 32.06 
ニ英 4 日6 2.4 1.7 . . 5.7二経 6 5 3.6 4.3 . . 10.3
工機 4 10 トー 5.45 5.26 5.36 • • 19.36 
電 4 10 5.45 5.26 5.36 “ 19.36 
応 4 8 3.64 4.21 3.93 . 15.93 
土 4 10 トー 20 5.45 5.26 5.36 . . 19.36. 
教人 • • . .司B・. . . コ
(42) 
言 • • . . . .‘'‘' .  .
情 4 ・ . . 傘.. . 羽隊 司R .‘'‘' ' 
5+1 ' 6 
。 (287.03) 
計- 40 123 6 78 ‘ 40 287 ' 
上記別表Aの右下部分の287名(縦に加えた和は287.03)に対応する，大学
長期計画委員会の答申脅(1996・3・14)別表における数字は 290名であった。
これは答申書別表にあって教養学部の別表2の分として計上されていた 12名
が減らされた一方，大学院2専攻分の8名と学長分の l名の合計9名が増やされ
た結果，全体として3名減となったためである。
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〈別表B) 各学部学科の教育に振り向けられるべき専任教員数値(各
学部学科教員定員基準値)
「修正版J(経済学部の網か貯の部分を修正したもの97/12/1)
.-ーーーーーーー
必最要低数
文英 25.33 
基 8.91 
史 21.57 
経経 a&iJI.3基
商 ~2.$8lí 
法 32.06 
二英 5.7 
ニ経 10.3 
工機 19.36 
電 19.36 
応 15.93 
土 19.36 
教人
日44きE5耳F f背
教職非 5 
学長 1 
計 287 
X1.1・
9.80: I 61.39 
23.73 
童務書諸ミDn君トL寸_j 65.06 
35.27 
6.27 
11.33 
21.30 
17.52 
21.30!-l 81.42 
48.40 
u 口
1傘 6.5 
(315.64) 
315.70 
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だし，学長分のlは， 1のままと
ている。
こにいう「教職jとは，教職関係
のうち「教職に関する科目Jを
する専任教員を指している。こ
は，別表Aにおける「教職Jも
様。
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なお，当小委員会は別表Bの数字を大枠として，カリキュラムの見直し
なども行なわれるべきものと期待しているが，特に，二部関係の数値につ
いては，今後の関係学部の努力を見極めた上で，なお全学的配慮が必要で
あるかどうかについて検討の可能性が残されているものと考えている。
II. 小委員会の今後の課題について
学長提案の1.(2)の残された部分，及び11.r教員組織の見直しについ
てJを検討し，調整委員会に報告する。
|資料第1部その51
1997・12・1
「学長提案Jに対する各学部見解調整小委員会第二次報告
I. 第6固から第15固までの小委員会会議審議概要
会議開催日:⑥ 7月 7日 ⑦ 7月14日 ⑧ 7月28日
⑨ 9月 8日⑩ 9月10日⑪ 9月29日
⑫ 10月20日⑬ 10月29日⑬ 11月 5日
⑮ 11月29日
(いずれの会議にも委員全員出席)
小委員会委員:倉松功，遠藤健一，鈴木勝男，中村英，後藤幸弘，大
江篤志
審議の結果確認された事項の要点:
1. 学長提案のI.(2)の〈教員数について)(途中から)
第5固までの小委員会での審議，および第2回調整委員会での審議を通
じて，各学部学科の教育に振り向げられるべき専任教員の数値(r各学部学
科教員定員基準値J)が確定された。小委員会はこの基準値を前提に， r各
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学部教授会定員J確定にいたる作業に関して次のような結論に達した。
(1) r教員組織のあり方Jについて
小委員会は， r教員組織のあり方jの見なおしは，全学組織の見なおしの
ためであり，したがってそれぞれの組織形態は，学部レベルだけではなく，
むしろ全学レベルにおいてどのような利害得失を生じるのかが検討されな
くてはならないと考え，こうした基本認識をもって，学部見解として出さ
れた， r縦割j組織と「不完全L字型j組織という 2つの提案を検討した。
「縦割J組織とは，それぞれの学部に所属する教員が，当該学部学生向付
の授業に関しては，学部の専門領域だげでなく，非専門的領域の授業をも
担当することを原則とするように教員の所属を定める組織形態である。
「不完全L字型」組織とは，それぞれの学部に所属する教員が，当該学部
学生向けの授業のうち，学部の専門領域の授業についてはこれを担当する
ことを原則とする一方，当該学部学生向けの非専門的領域の授業について
は他学部に所属する教員が担当することを原則とするように教員の所属を
定める組織形態である。この形態の下では，学内で開議される非専門的領
域の授業の担当については，教養学部所属の教員が，教養学部の広汎な学
際性という特質のために，少なくとも事実上，大きな役割をはたすことを
認める一方，教養学部以外の学部所属の教員も非専門的領域の授業を担当
することになる。
小委員会は，全学レベルでの利害得失を考え， r不完全L字型J，あるい
は具体的内容によれば「不完全縦割型jとも呼べる混合型の採用を適当と
考えた。それは，この形態を採ることによって，①人材の有効な活用が可
能となり，また②専門科目担当教員と非専門的科目担当教員といった区
別の固定化を避けられることを重視した結果であるo たしかにこの形態に
あっては，非専門的科目担当教員を多数所属させることになる学部が，非
専門的科目に対する本来の責任をはたきず，その人的エネルギーを所属学
部の専門科目に向けるのではないか，そうなれば，実質的に不公平になる
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のではないかとの懸念がある。小委員会は，この懸念を解消し，各学部学
科聞の公正を確保するため，後に (3)の(B)に示す，非専門的科目の「標
準開講コマ数jを設定することなどの配慮が不可欠と考える。
(2) 各学科ごとに非専門的科目に振り向ける専任教員数の最低基準
多くの学部見解が，みずからの学部内の各学科での教育に関して，非専
門的科目に振り向ける専任教員の割合を提示し，しかもその数値を 20%ま
たは25%程度としている。他方，大学設置基準19条2項は， r大学は，学
部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに，幅広く深い教養および
総合的な判断力を培い，豊かな人間性を酒養するよう配慮しなければなら
ないjとしている。こうしたことを踏まえ，小委員会は，教育課程全体の
中で非専門的科目に振り向ける専任教員数の最低の割合を 20%とするこ
とを全学共通の基準とすべきであると考える。
(3) 各学部学科開講総コマ数の上限(=r開講総コマ数上限J)の設定，と
各学部学科教員定員基準値1あたりの非専門的科目に関する標準開
講コマ数(=r標準開講コマ数J)の設定
(A) r開講総コマ数上限J
小委員会は， r開講総コマ数上限Jの設定が，各教員の負担を適正な範囲
におさえ，全体の開講規模を過大にせず，教員定員総数を提案内におさめ
るために必要であると考えた。
小委員会は，各学部学科教員定員基準値1あたりの開講コマ数の上限に
ついては，非常勤講師による担当割合の上限を 5割とし，他方，専任教員
1人あたりの資任負担コマ数が4であることから，非常勤講師による担当
分をも含めて，これを通年換算で8コマにするのが適当と考えた。したがっ
て各学部学科全体の開講総コマ数の上限(=r開講総コマ数上限J)として
は， r各学部学科教員定員基準値」の8倍を適当と考えた。この「開講総コ
マ数上限Jの中には，資格関係科目に関する開講コマ数(ただし，教職関
係科目のうち「教職に関する科目Jの開講コマ数は別途計算されるので，こ
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こでの計算には加えない)のほか，当該学部に関する大学院研究科の開講
コマ数も含めること，他方，同一のコマを他の学部と共同して開く場合，そ
のコマの数は， 1を，同一コマを共同で聞く学部の数で割った商の数値とし
て計算されることに注意すべきである。
(B) 非専門的科目に関する標準開講コマ数(=r標準開講コマ数J)
不完全L字型の組織の下で，非専門的科目の運営に必要な専任教員の数
を計算し，最終的には「各学部教授会定員jを合理的に算定するという目
的のために，非専門的科目を担当する専任教員1人分あたりで開講される
べき数を設定する必要も確認され，これを「標準開講コマ数jと呼ぷこと
とした。
小委員会は，非常勤講師による担当割合の上限を，上にみたとおり， 5割
とすること，またそれぞれの普通講義形態の授業のコマでは，標準として
200名の学生を同時に教育することを前提に，非常勤講師による担当分を
も含めて考えることにした。こうした前提の下に，外国語科目中の英語に
関しては， r標準開講コマ数jを通年換算で8コマに，それ以外の非専門的
科目に関しては通年換算で7コマにするのが適当と考えた。各学部学科教
員定員基準値1あたり，英語については，専任が4コマ，非常勤が4コマ，
それ以外の非専門的科目については専任が4コマ，非常勤3コマを標準開
講コマ数のうちわげとして想定しているo なお，ここで，英語とそれ以外
の科目とで数値に差異を設けたのは，非常勤講師として依頼可能な人員の
多寡に差があることを考慮したためである。
(4) r不完全L字型J組織の下での，非専門的科目担当専任教員の所属の
基準
ここでは「各学部教授会定員jを算定する前提として，非専門的科目担
当の専任教員の学部所属のあり方について基準を提示する。ここで示す3
項目の基準は，全学的合意の後，この基準に従って，ただちに学部問の「配
置換えJなどが関係者の意向に関係なく開始されることを意味するもので
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はない。あくまでも，適正・妥当な，しかも長期間の経過措置(こうした
経過措置については後に 2.と3.で触れる)を経た後，到達点として実現さ
れるべき各学部について，どのような非専門的科目の担当者がどの学部に
所属すべきことになるかの基準を示したものである。
① ある非専門的科目に関して，その科目の内容を専門領域の一部とす
る学部が学内に一つしかない場合:その非専門的科目の担当者はその学部
に所属する。
② ある非専門的科目に関して，その科目の内容を専門領域の一部とす
る学部が複数ある場合:これらの複数学部間での，こうした非専門的科目
の分担割合や分担内容等の協議にもとづき，それぞれの学部での担当教員
数を確定し，これらを前提として各担当者がこれらの複数学部中のいずれ
に所属するかを決定する。
③ ある非専門的科目に関して，その科目の内容を専門領域の一部とす
る学部が存在しない場合:その非専門的科目の担当者は教養学部に所属す
る。
(5) r各学部教授会定員jの算定
各学部は，みずからの学部の専門科目を担当する専任教員数に， (4)に
よってみずからの学部に所属することになる非専門的科目担当専任教員数
を加えて，その学部の「各学部教授会定員Jを確定する。
なお， r各学部教授会定員Jに関して，第2回調整委員会への小委員会の
中間報告の中で， r二部関係の数値については，今後の関係学部の努力を見
極めた上で，なお全学的配慮が必要であるかどうかについて検討の可能性
が残されているJとされていたことが考慮されなくてはならない。
(6) 1999年4月新規採用人事についての暫提措置
1999年4月着任の新規採用人事については，暫定的に次のような方法に
よるべきと考える。
① 〈原則) 1999年4月着任の新規採用人事については，下記の②と
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③の場合を例外として，全学的にこれを凍結する。
② 〈例外1) 申請する新規採用後も所属専任教員数が「各学部学科教
員定員基準値」の8割以下となる学部の場合:その新規採用者の担当科目
が当該学部の専門的科目であって，かつ，その科目が今後の学科課程改正
後も存続すると，当該学部において確認され，またしかるべき全学的機関
によって承認されるとき，そうした新規採用の申請は許容される。
③ 〈例外2) その申請がきわめて高度の緊急性を要するものである場
合:申請する新規採用後の所属専任教員数が「各学部学科教員定員基準値J
の8割を越える場合を含めて，その申請がきわめて緊急に必要であること
が明白であるとき，そうした新規採用の申請は許容される。
ただし③の場合は，申請にさきだって，当該学部は，その申請がきわめ
て緊急を要する理由を，しかるべき全学的機関に対して文書をもって提出
し，その承認を得ておかなければならない。
(7) 資格科目，専門科目の運営にあたっての複数学部聞の協力
各学部が教育課程を実施していくには，教職関係科目をはじめとする資
格科目だけでなく，専門科目についても，他学部所属の教員の協力を求め
る必要が予想される。こうした協力への対応のあり方などについては，関
係複数学部間での協議により今後解決されることが基本だと考える。
① 「教職関係科目j
教職関係科目については，各学部学科専攻で取得できる免許状の種類，設
置する教職科目の内容ゃそうした科目の運営のしかたなどについて，しか
るべき全学的な協議が不可欠である。
i) r教職に関する科目Jの担当者について
こうした科目を担当する専任教員については，r各学部学科教員定員基準
値jを示す別表Bの中の「教職j部分の数が割り当てられる。また，こう
した教員の学部所属のあり方は， (4)で示した基準に準ずる。
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i) r教科に関する科目Jの担当者について
こうした科目を担当する専任教員の数についてはJ各学部学科教員定員
基準値jの各学部学科分の枠内とされ，また，こうした教員の学部所属の
あり方は， (4)で示した基準に準ずる。
② 「教職科目以外の資格科目jと「専門科目j
こうした科目を担当する専任教員の数については，r各学部学科教員定員
基準値Jの各学部学科分の枠内とされる一方，これらの科目の担当のあり
方については，関係学部問での協議にまかせ，協議のととのわない場合は，
各学部は相互に特別の義務を負わない。
2. 学長提案の1.(1)の〈いわゆる f配置換えjについて〉
次の①と②の教員については，当該教員自身，当該教員の現在所属す
る学部および移籍先となる学部という三者の合意のある場合に限って配置
換えを認めるべきである。この場合の「配置換えJは，当然ながら，当該
教員の専攻分野と移籍先の学部の専攻分野との「類似性と近接性Jが原則
とされることになる。
① 1.の (1)と(4)で提示した，r不完全L字型jの下における学部所属
の原則に合致しない形になっている現教職員
② 関係専門領域が複数の学部に存在する領域をみずからの専門として
いる現職教員
3. 学長提案の1.(2)の <r各学部教授会定員jの確定，および経過措置
実施監督等のための f機関Jについて〉
調整委員会の調整案が全学教授会で承認され，それを実施する場合，し
かるべき機関を設置する必要があるならその設置を提案することが， 1997 
年2月13日の全学教授会で承認されている。
小委員会は，次の3つの課題のために新たな機関(仮称「全学組織運営
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委員会J=組織委員会)の設置を提案する。
<r各学部教授会定員j確定のための作業〉
各学部の教科課程中に含まれる非専門的科目の内容，必要な開講コマ数
などを全学的に集約，調整した上で，それぞれの学部に所属することにな
る，非専門的科目担当専任教員数を担当科目別に確定することを通じて，各
学部教授会定員の確定を助けること。
〈教員に関する課題〉
「各学部教授会定員Jが確定されても，この定員に示された到達点を実現
するには，適正・妥当な，しかも長期間の経過措置が必要であり，この経
過措置の立案・実行・監督がこの組織委員会の第二の課題である。
なお，小委員会としては，上記の到達点に至るまでに採用できる手段と
して次の2つのものを考えているが，これを提示するのは，組織委員会の
教員にかかわる課題の例を示すためであって，課題がこれにつきるもので
はない。
①新規採用に対する全学的な調整を通じて:
i) 所属する教員の数の点から
「各学部教授会定員Jを超過した人数を所属させている学部にあっては，
原則的に新規採用は行なえないとしつつ，どのような場合を例外として新
規採用を認めるかについてなお検討が必要であるo 他方，現員が「各学部
教授会定員jを下回っている学部にあっても，採用のペースなどに関する
Jレールの必要性について検討しなくてはならない。
i) 所属する教員の専門分野の点から
あるべき学部の到達点との対比で，必要な科目の担当者の充足という観
点から適正な人事計画が行なわれるため，なんらかの全学的ルールを設定
する可能性について検討しなくてはならない。
②配置換えを通じて:
2.で見た要件をみたす「配置換え」の実行。
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〈学生に関する課題〉
合意実施10年後の学部学生収容実人員を，学部学生収容総定員10，000
名の1.2倍である 12，000名とするための経過措置の検討。
なお，全学教授会に対する提案の中では，今回の合意について，実施後
のしかるべき時点での見直しをする必要性を明記することが考えられてい
る。
|資料第2部その 1I 
学長提案に対する文学部見解 1996 (平成6)年1月25日
検討項目1. 今後10ヶ年を目標に学生数，教員数を以下のごとく縮減
することについてo
(1) 現在の学生数約14，000名を12，000名にすることについてD
(2) 教員総数を320名とすることについて (1996年5月現在343
名*)。
全学・各学部・学科・専攻の充実，教育目標の達成を考慮しつつ，嘱
託任用限度制の推進，新規採用の進め方，及び配置換えなどを通じて，
各学部の定員を適正なものとするために，上記の教員数を，各学部・
学科・専攻にどのように割り振るかについてo なお，長期計画委員会
答申書(添付別表)を参照。
*学長提案資料4-1別表差し替えによれば，平成7年5月1日現在の教員数は346名と
なっている。さらに，この差し替え資料別表の現員計算には文学部の合計計算にミスが
あり，正しくは345名と思われる。
1(1) 
東北地方の大学進学率の上昇傾向にもかかわらず， 18歳人口の急激な減
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少を考慮すれば，今後入学生を質量ともに従来通り確保することは容易で
はないであろう。しかしながら，こういった苦境の時期こそがある意味に
おいては一大飛躍の好機とも言えよう。抜本的な経営体質の改善，現在以
上に優秀な学生を確保するための新たな奨学金制度の創設，創意工夫溢れ
る広報活動の展開などの努力を重ねることによって，この困難な時期を乗
り越えねばならぬということである。定員の1.4倍の在学生を以て経営の
常態とする現況の改善などは急務であって，大胆な事務機構改革などを通
して財政基盤を確保しつつ，是非遂行されなければならぬ事柄であると思
われる。ただし， 10年間というスパンを考えれば，状況の不透明性も否定
しがたく，明確な数値設定には，三学科は意見の一致を見るに至らなかっ
た。しかし，学生定員の1.2倍程度を目標とする方向性に特に異論は存在し
なかった。文学部三学科はともに，提案に言う縮減の方向性を妥当なもの
と評価するということである。
1(2) 前段
教員の定数を定めることにもとより異論はない。同規模の他の私立大学
の常勤教員数の状況を考慮しでも，設置基準の1.1倍程度の320名という
数値は妥当なものと判断する。ただし，学長提案に織り込まれていない大
学院文学研究科の二専攻増設分の要員の加算を要請したい。博士前期・後
期課程の設置に最低限必要とされる 8名の1.1倍の9名を320名に加算し
329名として，以後割り振り等の計算の根拠とする。尚，学長職は教員定数
には入らないものとする。
さらに，重要なこととして，次の一点を是非指摘しておかな砂ればなら
ない。すなわち，今提案(教員定数の定式化)の趣旨の根幹にあるものは
まさに組織の透明度を図らんとすることに他ならない。であるとすれば，当
然のこととして，不透明な現況のひとつである「嘱託任用Jや「定年令を
越えて役職にある教員Jの明確な位置づけ等の問題は解決すべき不可避的
な事柄であると思われる。
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1(2) 後段:組織の問題について
f上記の教員数を，各学部・学科・専攻にどのように割り振るかについてJ
の回答に先だって，学長提案には触れられていない組織の問題について一
言しておきたい。依然として教員組織について全学的なコンセンサスが得
られていない状況からすれば，組織の問題を棚上げしたかたちで上記の問
いに答えることはほとんど意味をなさないように思われるからである。い
わゆる完全縦割り分属が決定済みであるかのごとく誤解されている向きも
ないではないが，もとよりこの件はいかなる機関決定もみていないことは
明らかである。以下，文学部のこの問題についての基本姿勢を述べたい。
教員組織について，大きく完全縦割り分属型と完全L字型が論理上可能
な組織形態として考えられよう。しかしながら，このこつの組織形態を二
つの極にして，その聞に無数の不完全L字型の組織形態も考えられる。す
なわち，全学的非専門科目を教養学部とともに他学部でも応分の担当責任
を果たすかたちの組織が考えられるということである。文学部は，この不
完全L字型を本学の組織形態として採用することを主張する。本学におけ
る組織現況(大綱化以降の改訂カリキュラムの暫定的施行実態を指す)は，
この不完全L字型に他ならず，さらに有為の人材を多数抱える本学規模の
大学にあって，人材を専門・非専門に固定せずに活用できる余地を残す点
で，不完全L字型は優れた組織形態と考えられるからであるo人材活用の
観点からする限り，完全縦割り分属型も完全L字型もともに硬直した組織
形態と言わざるを得ない。しかし，組織運営上の観点からすれば，不完全
L字型の柔構造のメリットはディメリットに容易に転換する可能性がある
と思われる。すなわち，各構成単位(学部・学科)の負担比にかかわる相
互不信や，実際公平を欠く運用実態を捕捉するのに困難をともなったりす
るなどの運用レヴェルの不透明感がそれである。本学における現況は，残
念ながらこれに近いと言わざるを得ない。しかしながら，①各学部・学科
の教員定数が決定され，②全学的非専門科目の分担要員数が決定され，③
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各学部・学科が提供することになる全学的非専門科目数に応分する非専門
要員が適切に各学部・学科に割り振られれば，少なくとも現在のような「混
乱Jは回避され，よりダイナミックな非専門教育を全学的に展開しうる可
能性が拓かれるものと考える。
1(2) 後段:配分について(表1参照)
(a) 基本方針
文学部は，学部・学科の課程表を運営・維持していくのに必要な人員の
按分としては，学長提案別表第一・二の按分を合理的な一つの判断である
と考える。すなわち，計算根拠に設置基準を用いることはそのまま学部・
学科の特性を織り込んだ一つの判断に他ならぬと考えるからである。ただ
し，教養学部に割り振られている別表第二に 14名を按分するのは，既にそ
の別表第一において教養教育科目・外国語科目・保健体育科目等の教養学
科分担当者数が見込まれていることから不合理であると考える。この 14名
分に来調整残余分1名を足した 15名を全学的な調整枠として使用するこ
とを提案する。
(b) 計算の手続きと根拠
(b)-1 文学部三学科の別表第一の計算
一部総数3を[英文:基督:史学=17:6: 10]に按分し，二部英文分5を
英文に加算し，英文2，基督6，史学10を得る。
(b)ー2 文学部三学科の別表第二の計算
一部総数21を学生定員数ではなく，別表第一の按分比によって[英文:
基督:史学=11:3: 7]を得る。さらに二部英文分2を英文に加算し，英文
13，基督3，史学7を得る。
(b)ー3 大学院文学研究科2専攻増設分の上乗せの計算
ヨーロッパ文化史専攻・アジア文化史専攻の開講科目の専門性の比重を
考慮し，上乗せ分9を，暫定的に史学科6，基督教学科3に按分する。従っ
て，最終的に文学部三学科の別表第一の按分は，英文22，基督9，史学16
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文学部不完全L字型暫定モデル
学定生員収容 別学(含表院む第)一大
別表第二
職調資科目整格専提，枠，他供門教学科な
合完計全縦割
専非合数を計専門引枠門かい枠たら
非専門枠 完全L字 不完全L 不完全L
大学院枠 型による 字型暫定 字型暫定
のり分定属数型と
別を除表第表合い一第計た
学部毎定 モデル モデルと
数 ( )は非 現員との
もなる と別 専門要員 差(10年
ど 二の 数 調聞整で分の要) の20%
文学部 2，240 47 23 3 73 62 11 62 69 (7) 58/+11 
英文 1，200 22 13 1 36 30 6 30 32 (2) 27/+5 
二部英文 (200) 
基督教 40 9 3 。 12 10 2 10 12 (2) 10/+2 
史学 800 16 7 2 25 22 3 22 25 (3) 21/+4 
経済学部 4，000 47 29 3 79 65 14 65 66 (1) 49/+17 
二部経済 (1.200) 
法律学部 1，200 24 13 3 40 33 7 33 34 (1) 27/+7 
教養学部 800 49 。 3 52 43 9 97 84 (41) 122/ー 38
工学部 1，760 60 22 3 85 72 13 72 76 (4) 89/-13 
計 10，000 227 87 15 329 274 54 329 329 345/-16 
(表 1)
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となる。
(b)-4 調整枠の計算
ここに言う調整枠とは，学部自足専門科目及び全学的非専門科目以外の
科目群，すなわち資格関連科目，教職関連科目(教職専門・教科専門)，他
学科提供専門科目の負担を公平に評価し，別表第一・第二枠とは別枠で各
学部・学科に配当する枠を指す。
調整枠15を五学部に均等に3づっ按分する。必ずしも資格関連科目，教
職関連科目(教職専門・教科専門)，他学科提供専門科目の負担は一様では
ないが，合理的な計算根拠もない故に均等按分とする。ただし，文学部内
では，教職科目・資格科目の負担の現状を考慮し，英文1，史学2と按分す
る。
この調整枠について一言しておきたい。現状を過度に考慮することに
よって，必ずしも理想的とはいいがたい学科間相互乗り入れの教育体制を
現状のままで固定してしまう恐れが生ずることなどを考慮して，あえて均
等配分とした。今後は，他学科提供専門科目(専門科目の相互乗り入れ)は，
学科教員定数に応じた提供コマ数枠の義務化などによって，積極的に展開
されなければならないであろう。
(c) 専門枠と非専門枠の設定の理由
完全L字型，不完全L字型，完全縦割り分属型のいずれの組織形態を採
ろうとも，学部・学科の専門・非専門の教員定数を定めておくことは必要
なことであると考えるo なぜなら，当該学部・学科の課程表の運営・維持
に必要とされる専任教員数を全学的に認識しておかなければ，そもそも公
平な全学的な相互協力体制を構築するのは困難であると思われるからであ
る。完全縦割り分属の場合はもとより，不完全L字型の場合にあっても，専
門枠と非専門枠の設定は必須に思われる。なぜなら，後者にあって，専門
枠と非専門枠が設定されていなければ，教養学部と全学的非専門科目を担
当する学部との聞の負担の公平性を判断する根拠が失われかねないからで
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ある。
(c)一1 非専門枠の定数の計算板拠
周知の通り，いわゆる大綱化以前にあって現設置基準別表第二は，一般
教育科目等担当教員に厳格に割り当てられていた。しかし，大綱化以降，こ
の部分を専門で充当しうる柔軟な取り扱いが可能となった。従って，別表
第二を以て非専門枠分と見なす根拠は失われたと考える。非専門枠の定数
は，別表第ーから大学院担当者枠分を減じ，それに別表第二の定数を加え
て得られた数，すなわち学部専任担当教員総数にさらに0.2を乗じて得ら
れた数とする。この計算方式は，卒業所用単位数に占める非専門科目のウ
エイト(約30%)とさらに非専門科目の非常勤許容率が専門科目のそれに
比しておおむね高いことを考慮して案出した。
(d) 不完全L字型暫定モデルの説明
各学部・学科の専門枠に，それぞれ全学的非専門科目担当要員を足して
得られた数を，各学部・学科の教員定数とした。提示モデルは，全学的非
専門科目の領域傾向(文学部及び工学部の専門性に比較的近い科目群が，全
学的非専門科目として現在多く配置されている)を考慮して，暫定的に文
学部英文学科・基督教学科に各2，史学科に 3，工学部に 4，経・法二学部
に各1を割り振り，残りすべてを教養学部に割り振った。なお， 1担当要員
当たりの平均負担コマ数は， 4:t 1としてさらに非常勤占有率を 50%とみ
なして， 8:t2程度に見込んで計算しであることを付言しておきたい。従っ
て，暫定提示モデルに従えば，各学部の全学的非専門科目の負担は表2の
ようになる。
検討項目 1.
(1) 配置換えは，教員の専攻分野の類似性と近接性を原則として，
本人の理解，関係学部・学科・専攻聞の合意を得て行うことに
ついて。
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(2) 上記1.(2)およびII.(l)のために，学長を長とする検討調整機
闘を設けることについてo
文学部は，不完全L字型を主張する故，不完全L字型の採用に限って生
ずる配置換えについて回答する。当該組織の年齢構成，専門構成などを考
慮し，双方の不利益になる事態は是非避けられなければなるまい。従って，
考えられる配置換えは，学部学科・専攻の専門分野の充実を目的としたも
のに限られるべきである。その場合，受付入れ学部学科・専攻において発
議し，本人の同意及び所属学部学科・専攻の議を経るかたちで行なわな砂
ればならない。もとより，本計画が10ヶ年計画であることを考慮すれば，
できるだけ拙速は避けたいものと考える。つまり，不完全L字型の採用に
あたっても 10ヶ年で目標値を達成できるような段階的な措置が考慮され
なければならないということである。
1 (2) 
調整機関は，各学科・専攻から選ばれた委員を以て構成し，全学教授会
に提出する原案作成の委員会とする(もとより委員は学科長，専攻主任を
(表2)
全学的非専門科目要員割当数 負担コマ数の範囲
文学部 7 42'"'"'70 
英文学科 2 12'"'"'20 
基督教学科 2 12'"'"'20 
史学科 3 18-..30 
経済学部 1 6-..10 
法学部 1 6-..10 
教養学部 41 246'"'"'410 
工学部 4 24-"'40 
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充当させてもよい)。
いずれ論理的に，この部分は上記2項目に先だって決定を見ていなけれ
ばならぬ問題であることは言うまでもない。すなわち，検討機関において
審議すべき対象とその検討機関の設置の審議というレヴェルを異にする検
討項目が学長提案には含まれているということである。従って， 1 (2)は，
別途全学教授会の議事としてあらかじめ処理しておく必要があるだろうこ
とを付記しておきたい。
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f学長提案J(1996年6月20日付)の「検討項目Jに関する
経済学部教授会の審議結果報告書 1996年11月21日
1. 今後10ヶ年を目標に学生数，教員数を以下のごとく縮減すること
についてo
(1) 現在の学生数約14，000名を 12，000名にすることについて。
a. 実施10年後の学生収容実員を 12，000名にすることに賛成する。
臨時的定員(経・商・法)を廃止した学則第4条の収容定員 10，000
名x1.2倍(定員超過率)=12，000名である。
学生収容実員の縮減率が教員の縮減率より大きいので，教育・研究
の質的向上が見込める。 18歳人口が激減していく中で14，000名規模
で経営計画を立てることは，経営上危険度が高くなる。 2，000名を縮
減して教育・研究の質的向上を図ることが，入学志願者の確保にもつ
ながるなどの理由で， 12，000名とすることに賛成する。
b. 2，000名の縮減は教育・研究・経営に大きなインパクトを与えること
が予想されるので， 12，000名規模での教育・研究・経営の三領域にお
ける将来ビジョンを，大学長が経済学部に提示することを求める。
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c. 実施後10年間の全学部全学科別の具体的な縮減年次計画を求める。
なお，経済学部一部では臨時的定員設定の際に， r実入学者の上限J
を2000年(平成12年)に臨時的定員を廃止した学則第4条の入学定
員の1.2倍にする，という年次計画が作成されている(1994年6月30
日付経済学部への学長回答)。
d. 各学部・学科・専攻聞の教育サービス水準の公平性の確保に努めるべ
きである。
その実現のために，当面は定員超過率の調整によることが望まし
い。たとえば，経済学部一部・二部の定員超過率を1.1倍にした場合，
他学部は1.27倍になる。その場合でも，教員一人当りの学生数は，学
長提案の別表の教員数で算出すると，最大が経済学部教員の平均57.
9名，最小が教養学部教員の平均16.1名になる。
1. 今後10ヶ年を目標に学生数，教員数を以下のごとく縮減すること
についてo
(2) 教員総数を320名とすることについて (1996年5月現在343
名)。
全学・各学部・学科・専攻の充実，教育目標の達成を考慮しつつ，嘱
託任用限度制の推進，新規採用の進め方，及び配置換えなどを通じて，
各学部の定員を適正なものとするために，上記の教員数を，各学部・
学科・専攻にどのように割り振るかについてo なお，長期計画委員会
答申書(添付別表)を参照。
a. 実施10年後の教員総数を 320名にすることに賛成する。
b. 大学院文学研究科の2専攻の増設など学長提案 (1996年6月20日)
以後の変動は， 320名とは別個に検討する。
c. 経済学部一部経済学科，商学科，および経済学部二部経済学科の定員
は，表 1の通りとする。
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d. 各学部の定員は，表2の通りとする。
e. 表1および表2の算定根拠は次の通りである。
(62) 
①経済学部一部の別表第二は，学長提案の24名を27名と変更す
る。
学生収容定員で按分するのが設置基準上合理的なので， 58 
名x2，800/ (2，040+2，800+ 1，200) =26.9→27名を要求する。
この原理を一貫させると，文学部は20名，法学部は 12名とな
り，各1名滅になるo文い法1，計2名減の枠は，経済学部一
部の別表第二の3名増に充当する。不足分l名は，学長提案320
名一別表319名=1名をもって充当する。
② 二部は，別表の一部(昼)の教員数の3分の1に抑えられている
が，教育サービス水準の公平性から 2分のlに増員することを求
める。したがって，学長提案より，二部経済学科別表第一3名増，
別表第二4名増，計7名増，二部英文学科別表第一1名増，合計
8名増とする。
なお，二部経済学科教員を学長提案より 7名増員した場合で
も，二部経済学科の教員l人当りの学生数(収容定員x1.2)は，
一部(昼)の文・経・法平均の1.6倍 (75.8/46.5)になる。
7名増を行わない場合には， 2.6倍 (120/46.5)になり，二部経
済学科は極めて低い教育条件に甘んじることになる。
③二部の8名増は，教養学部別表第二の 14名-6名(教職)=8名
減の枠をもって充当する。
教養学部教養教育担当者は教養学部別表第一に含まれており，
他学部の教養教育担当者は各学部の別表第二に含まれているの
で，教養学部の別表第二の14名は節減可能である。
ただし，教職担当者は学長提案では14名の内数なので，この
6名を独立の区分とし，各学部に教職専門科目受講者数に応じて
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配分する。
f. 専門と非専門の区分について，経済学部の定員(表 1)の内，教職を
別枠として，専門と非専門を4:1に配分したのが，表3である。
卒業所要単位の比率では約7:3であるが，専門科目の専任担当比
率を高め，学生の専門科目の選択機会を高めることが，経済学部の魅
力を増すことになると考え，結局8:2=4:1の配分比率とする。
4:1の場合でも，教養学部の定員50名+他学部の非専門54名
{(320-50) xO.2}=104名である。平成8年度の教養学部の教員数は
116名一嘱託教員数12名=104名なので現実的に対応可能であろう。
なお，専門と非専門の比率が4:1の他大学の例もある。
1. 教員組織の見直しについて。
(1) 配置換えは，教員の専攻分野の類似性と近似性を原則として，
本人の理解，関係学部・学科・専攻聞の合意を得て行うことに
ついてo
a. 経済学部教員定員数88名(学長提案76名)を，明確にすることが肝
要である。各学部・学科等の教員定員数は，設置基準を充足している
ことの文部省への届け出，各学部の教員採用人事，学生納付金の算定
など，教育・研究・経営の基本指標であるので，設置基準の1.1倍と
明確にしておく必要がある。
b. 実施10年後までは，経済学部教員定員数と経済学部教授会構成員数
との二本立てにする。
1996年4月現在の経済学部教授会構成員数は51名であり，経済学
部教員定員数の相当数が，教養学部教授会構成員数に含まれること
になる。
C. 実施10年後までには，経済学部教員定員数に経済学部教授会構成員
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数が一致すること，すなわち一本化を目指すことを基本方針とする。
経済学部各学科課程の運営，担当教員の配置等の責任は，経済学部
教員定員数と一致する経済学部教授会構成員数で担うべきである。
d. 配置換えについては， r教員の専攻分野の類似性と近似性を原則Jと
せず，経済学部の将来ビジョンとの関わりで考える。
配置換えが必要になる場合には，本人の同意のもとで関係学部・学
科・専攻の合意を得るものとする。
e. 経済学部教員定員数および経済学部教授会構成員数における専門・
非専門の比率は，原則として経済学部教授会が決定する。
経済学部における非専門担当教員の担当科目は，原則として経済学
部教授会が決定する。
教養教育課程，教職課程の円滑な運営のために，各学部代表からな
る運営委員会を設ける。
運営委員会で調整した科目担当者は，当該科目を設置している学部
教授会が最終的に決定する。
11. 教員組織の見直しについてo
(2) 上記1.(2)及びII.(1)のために，学長を長とする検討調整機関
を設けることについてo
a. 上記I.(1). (2)およびI.(1)に関し，各学部の審議結果を調整するた
めに，検討調整機関を設けることに賛成する。
b. 検討調整機関の議長は，副学長とする。
c. 検討調整機関の構成員は，大学長，副学長，学部長，二部長，教務部
長，学生部長，財務部長，学科長・専攻主任，および各学部代表2名
とする。
d. 11. (1)を含む学長提案の実施機関は，検討調整機関の案が学部教授
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会・全学教授会で承認された後に，必要に応じ設置する。
表 1
別表第一 別表第二
経済学科 25 17 
商学科 15 10 
二部経済学科 10 9 
計 50 36 
注:二部経済学科の算定は次の通りである。
別表第1 17 x 1/2=8.5→ 9 
9X1.1=9.9→ 10 
別表第2 10 X 1，200/1，400=8.6→ 9 
教職
1 。
1 
2 
表3 専門4:非専門 1(教職含まず)
専門 非専門 教職
経済学科 34 8 1 
商学科 20 5 。
二部経済学科 15 4 l 
計 69 17 2 
132 
計
43 
25 
20 
88 
計
43 
25 
20 
88 
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，?????????
? ? ? ?
?
設置基準X1.1
別表第一(大学院を含む) 別表第二 計-
学部
経済学部案: (教職)学長提案 経済学部案 学長提案 学長提案 経済学部案
文学部 33 (+5) 33 (+6) 21 (+2) 20 (+2) 1 61=54+(7) 62=53+ (8) + [lJ 
経詩学部 40 (+7) 40 (+10) 24 (+5) 27 (+9) 1 (+l) 76=64+ (12) 88=67+ (19)十[1+ (1) J 
法学部 24 24 13 12 1 37 37=36+ [lJ 
教養学部 49 49 14 。 1 63 50=49+ [1J 
工学部 60 60 22 22 1 82 83=82+ [lJ 
教職 (6) 
218 222 101 92 + 6 319 (うち二部19) 320 (うち二部27，教職6)I 
表2
? ?
?
注 1:()の人数を，二部英文・二部経済学科分として，当該学部に加える。
注2:学長提案の教職 (6)の所属は明確ではなく， 101の内数となっている。
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「学長提案J(1996・6・20)に対する法学部見解 1996年1月28日
「学長提案J(= f提案J)に対する法学部の基本的姿勢
(1) 教員組織のあるべき形態としての fL字型教養学部Jの存続
個々の論点での見解は後に記すとおりだが，当学部としては， f提案Jの
検討に際し，何より先に，非専門科目担当教員の学部所属のあり方という
問題を輸に，将来のあるべき教員組織の形態について検討することが基本
的な重要性を持つと判断した。「提案Jへの回答，特に各学科等の適正な専
任教員定員の算出には，教員の組織形態についての合意が必須だが，全学
的にはなおこの問題が組織的に検討されておらず，また「提案Jそれ自体
は特定の組織形態を前提としていないにもかかわらず，組織形態の問題が
すでに解決済だとする誤った理解が一部に流布されているようだからであ
る。
そこで検討すると，抽象的にはより多くの可能性があり得るが，組織形
態をめぐる実際の主張としては， fL字型教養学部J論と「分属縦割り型J論
の2つが考えられる。
前者は，教養学部以外の学部の専門領域と重なるため例外的な扱いとな
る科目を別として，全学的な非専門科目は教養学部所属教員によって担当
される，とする考えである。当学部はすでに， 1993年の「いわゆる『審議
項目jに対する法学部見解jにおいて，この考えを支持していたが，今回
あらためて検討し，やはり同じ結論に達した。これは， fL字型教養学部Jを
存続する組織形態が，①非専門科目の全学的な効率的運営を可能にする
点，②非専門科目を中心に担当する教員にも専門科目を担当する可能性
を大きくして，非専門科目だけを担当する教員の固定化を避けられる点，
③従来の組織形態との連続性が大きし関係個人の意向に反した異動など
の必要がないために全学的合意を得やすしまた，比較的早期に目標とす
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る組織形態を完成できる点などを考慮した結果である。
これに対して，後者は，非専門科目担当教員をすべての学部に分属させ
るとする考えである。こうした原理に基づく組織が完成した後には，教育
活動に関する各学部単位での方針の転換などが比較的容易にできるという
利点を認められるようだが，上にfL字型教養学部Jを存続する組織形態の
利点として指摘した諸点等が，後者の形態の欠点として残されることにな
る。
ふりかえると，たしかにfL字型教養学部jを中心に行なわれてきた従来
の非専門科目授業の運用に問題があったのは否定できず，それを今後解決
すべきことは当然であろう。そうしたあるべき解決のーっとして，当学部
は，後に記すとおり，全学共通の非専門科目の負担を前提に教員定員の配
分をう砂た学部が，必ずそれに見合う責任をはたす仕組みを設けるべきだ
との見解を持つ。しかし， 2つのタイプの教員組織形態を比較検討した場
合，上述した理由から当学部としては前者が後者に優ると考えるものであ
る。
(2) 全学的「検討調整機関Jに関する論議を先行させる必要について
「検討調整機関J(f提案J1. (2) )に関する当学部の考えは，後に示すと
おりだが，この「機関Jは， f提案jの趣旨に従って設置された場合は， f提
案jに対する各学部の見解の調整を任務とすべきものである。当学部は，こ
うした事情を考慮し， r提案jの他の部分に関する調整に先行して，こうし
た「機関Jを設置するのかどうか，仮に設置するとして，権限や構成をど
うするのかについて，全学教授会で審議解決する必要があると考えるo
<f提案J原文)1. (1) 
1. 今後10ヶ年を目標に学生数，教員数を以下のごとく縮減すること
についてo
(1) 現在の学生数約14，000名を 12，000名にすることについて。
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〈学生収容総定員について〉
臨時的定員(経・商・法)を廃止し，学部学生収容総定員を 10，000名と
するo
「提案jが扱う「学生実収容総数J検討の前提として「学生収容総定員j
が問題となるはずだが，ここでは，最も緊要な臨時的定員の問題を取り上
げる。周知のとおり 1999年度までの9年間にわたり上記3学科に臨時的定
員(計600名)が設けられた結果，これら3学科の教育条件は他の学科等
に比べて悪化させられると言える。 3学科にだ砂更に負担をかげ続ける正
当性を見いだすのは困難で，本学としては，文部省の意向の知何にかかわ
らず， 2000年度以降は延長しないという形で臨時的定員を廃止し，今後，
10，000名という学部学生収容総定員を前提として「提案Jに関する議論を
すすめるべきである。
〈学生実収容総数について〉
実施11年度以降もさらに減少の努力を続砂るという条件のもとに，実施
10年後の学生実収容総数を12，000名にすることに賛成する。
あるべき学生実収容総数を定め，それに向けて計画的に調整をすること
に賛成する。総定員10，000名に対して， r提案jの示す具体的学生実収容総
数12，000名は，定員超過率20%であるが，この超過率は現在すでに多くの
大学で達成されているものである。したがって，この程度まで下げること
は不可欠と考える。また，定員超過率を下げることは，他の条件の変わら
ぬ限仏教育条件を改善するものであるため，可能な限り一層の低下に向
けた努力を続砂るべきである。しかし，現状の14，000名弱という数字から
スタートして 10年間で減少させるという事実を考慮すると， 12，000名を，
あくまでも 10年後に遥成する数字としてこれに賛成せざるを得ないもの
と考える。
〈各学科等の学生収容定員および学生実収容数について〉
A) 過大な定員等，過大な負担をかかえる学科の定員を削減する一方，そ
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の削減分を事情の許す他の学科の定員増加で対応すべきである。
当学部は，過大な負担をかかえる学科の負担軽減策のーっとして，定員
減により関係学科の学生数減少をはかる一方，事情の許す他の学科の定員
を増加することを提案する。
当学部が腹案として用意するのは，それぞれ入学定員について，経済学
科を30名減の420名に，商学科を 10名減の240名にし，他方，史学科を
40名増の240名にするというものである。ここで史学科の名をあげたの
は，一般入試での倍率等とともに，同学科の「各学年あたり 4Jというグルー
プ数をも考慮したためである。また，ここで示した関係3学科の入学定員
の具体的数字については，入学定員60名を単位としてグループをつくる際
の便宜をも考慮している(経:7G，商:4G，史:4G)。
B) 仮に，正規の定員の改正ができなかった場合は，実質的負担の大き
な学科の定員超過率を若干下げ，実質的に条件の恵まれた学科等の
定員超過率を若干高くすべきである。
正規の定員改正が実現できない場合は，可能な限りの措置として，経済
学科および商学科の定員超過率を 18%程度とする一方，史学科，人間科学
専攻および言語科専攻の定員超過率を25%程度とすることを検討すべき
である。無論，ここで定員超過率を 25%とするとした学科等についても，
可能な限り早期に，遅くとも実施10年後以降は他学科等と同様になるよう
努めるべきである。
〈学生実収容総数を 12，000名とするまでの措置〉
実施第4年度までの各年，各学科は原則として，学科別入学定員の1.25
倍の学生を収容する。ただし，臨時的定員延長の際，実入学者数漸減計画
の設けられた 3学科(経・商・法)等，特別の事情のある学科については
別に扱う。実施第5年度については，その年度の実入学者数の調整によっ
て，最終的に，学生実収容総数を 13，000名にする。実施第5年度までの経
過を詳しく調査した上，実施第6年度以降の，毎年度実入学者の入学定員
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に対する超過率を定め，最終的に，実施第10年度で，学生実収容総数を
12，000名にする。
<f提案J原文)1. (2) 
I. 今後10ヶ年を目標に学生数，教員数を以下のごとく縮減すること
についてo
(2) 教員総数を320名とすることについて (1996年5月現在343
名)
全学・各学部・学科・専攻の充実，教育目標の達成を考慮しつ
つ，嘱託任用限度制の推進，新規採用の進め方，及び配置換え
などを通じて，各学部の定員を適正なものとするために，上記
の教員数を，各学部・学科・専攻にどのように割り振るかにつ
いて。なお，長期計画委員会答申書(添付別表)を参照。
〈専任教員総数〉
A) 実施11年度以降は増加の努力をするという条件のもとに，実施10
年後の専任教員総数を328名にすべきである。
あるべき専任教員総数を定め，それに向けて計画的に調整することに賛
成する。もっとも，学生収容総定員や学生実収容総数の場合と同様に，計
画変更の正当理由と考えられる事情が将来に生じる可能性は否定できない
が，人員に関する計画的な対応をすることが，教育・研究・経営いずれの
面からも不可欠と考えるからである。なお， f提案Jの数字は320名である
が，伝えられる大学院文学研究科の2専攻の増設にともなう必要最低教員
数の増加に応じて，各専攻ごとに前期2名と後期2名の計8名を加え， 328 
名とした。
大学設置基準と大学院設置基準の示す専任教員数は最低限のものであ
り，一方，予定される学生実収容総数は定員の20%超過であることを考え
ると， 328名という数字は是非必要なものである。また，専任教員数を増や
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すことは，他の条件の変わらぬ限り，一般的には教育条件を改善するもの
であるため，可能な限り増加に向けた努力を続けるべきである。しかし，他
方で，かなりのスピードで学生実収容総数を減らし，結局，専任教員 1人
あたりの在学生数も 40名程度から 37名弱へと改善されるのであってみれ
ば， 328名を，あくまでも 10年後に達成する数字としてこれに賛成せざる
を得ないものと考える。
B) 教員以外の職員に関する人件費，及び人件費以外の支出の大幅な合
理的節減も不可欠である。
専任教員に定員を設けること，また具体的には現状より減少させること
と関連して次のことが不可欠である。第ーに，教員以外の職員 (1996年5
月1日現在255名)の定員設定など，職員の適正数についても検討するこ
と。その際，今後の学生数の減少だけでなく，近時の電子機器の導入など
をも考慮すると，適正な定員や職掌の見直しなどを当然の前提としながら
も，全体として現状より少ない職員数での業務遂行が期待される。また，大
学の使命である教育・研究及び学生サービスに欠かせない諸経費への正当
な配慮を当然の前提としながらも，学生実収容総数の減少にともなう収入
滅に対処するためには，人件費だけではなく，それ以外の支出についての
検討も避けることができない。このうち，大型設備の導入，建物の建築な
ど特に高額な支出については，そうした支出の要否，支出時期の適当性，更
に発注の仕方の合理性などの諸点から，従来の慣行を技本的に見直し，大
幅な合理的節減につとめるべきである。
〈全学的非専門科目を担当する専任教員の学部所属のあり方〉
各学科等の定員を確定する際，当学部は，すでに述べたとおりfL字型教
養学部Jを残す組織形態，すなわち，全学的な非専門科目については教養
学部所属教員による担当を基本とする考えを前提とすべきと考えている。
ただしこれは，将来のあるべき組織形態にもとづき，当面直接には各学部
等の定員算定の根拠を明らかにするための作業なのであり，今回の「提案j
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に基づく計画の実施直後に，ここで示した組織形態のあり方に外れた教員
が「所属換えjを求められるといった趣旨のものではなしあるべき組織
形態で，あるべき定員に到達する方法についての当学部の考えは，後述す
るとおりである((算出した各学部・学科等定員にいたるまでの措置〉参照)。
rL字型教養学部」を残す組織形態を採る場合，全学的非専門科目につい
て，これを担当する専任教員の所属のあり方という観点で整理すると次の
とおりになる。
[原則] 全学的な非専門科目を担当する専任教員の所属学部は，原則と
して教養学部である。
[例外] 全学的な非専門科目ではあっても，次のア)のような科目につ
いては，その科目を担当する専任教員の所属学部が教養学部以
外の学部となる。イ)のような科目については，その一部また
は全部が教養学部以外の学部となる可能性がある。
ア) 教養学部の専門領域に近接するものがなく，教養学部以外
の学部の専門領域に近接する非専門科目
キリスト教学(キリスト教学科)/歴史学，地理学等(史
学科/経済学(経済学科)/法学，政治学等(法律学科)
イ) 教養学部の専門領域に近接するものがあるが，教養学部以
外の学部の専門領域にも近接する非専門科目
英語(教養学部言語科学専攻(英語):英文学科)/物理，
化学，数学等(教養学部情報科学専攻:工学部)
( イ)の科目の具体的な担当のあり方について
は，関係部門間の話し合いにかかるが，当学部として
は，この文書中で，今後各学科の専任教員定員の算出
などをする際，これらの部門間で分担しあうことを前
提にして数値等を示す。)
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〈各学部・学科等の定員算出の方法〉
当学部は次の①から⑤の順に作業をすすめて，各学部・学科当の定員
を算出すべきと考え，これによる具体的数字は本文書末尾の「モデルIJと
fモデルIJの示すとおりである。
①教職専門科目担当者分としての5名の控除
専任教員総定員である 328名から，教員養成関係科目の内，いわゆる教
職専門科目を担当する専任教員分の数として 5名を除き，この5名につい
ては，各学部・学科等の教職専門科目担当量に応じて，各学部・学科等の
間で配分する。
② 他学部等の専門科目への貢献分としての5名の控除
①の結果残された 323名から，本学の授業運営の実態に配慮した措置と
して，他の学科等の専門科目への貢献分として5名を除き，この5名につ
いては，各学科等の貢献の量に応じて各学部・学科等の間で配分する。(こ
の措置は，他の学部・学科の専門科目の担当を依頼された場合，教員は任
意に諾否の返事ができるという制度にしてしまうのであればともかく，実
際にはこうした制度では授業運営が不可能になると考え，従来の実態を考
慮に入れることを提案するものである。)
③ 318名の[専門+各学部等固有非専門]と[全学的非専門]への配分
本学全体で必要とされる専門科目教育のためのエネルギーと非専門科目
教育のためのエネルギーを考慮して，①②の結果残された318名を配分
の対象とする。仮に，現在の学科課程を前提にすると，卒業所要単位数の
比率では専門2:非専門1程度であるが，専門科目の相対的重要性を考慮
し，第一に非専門科目の場合よりも専任教員担当比率を高くするとともに，
第二に非専門の場合よりも学生にとっての科目選択の余地を広くするた
め，結局，専任教員の配分比としては専門3:非専門1程度が適当と考え
るo 更に，実際の配分を[専門+各学部等固有非専門](以下[専門+固有
非専門]とする)と[全学的非専門]との間で行うのが合理的なので，結
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局， 4: 1という比率が適当となると考える。具体的には， 318名を4:1で
区分すると 254名と 64名になる。
④ 各学部・学科等の[専門+固有非専門]分としての254名の配分は，
「大学設置基準の別表第一」と「大学院担当者分の上積みJのそれぞ
れが示す最低数を基準とする。
第lに， r大学設置基準別表ーjの示す最低数を用いるが，特別な事情
にあり，大学設置基準の別表に該当欄のない教養学部については，別途，実
質的に他学部と同様になるよう考慮して 32名とする。第2に，大学院担当
教員を考慮しての増加数(後期課程までで専攻あたり 4名)を，大学院の
各専攻科と関係のある学科に加える。(文学研究科で現在準備中の2専攻分
は，仮に史学科に加えた。)
この第1と第2の全学での合計は 194名だが，実際に配分できる数であ
る254名はこの1.31倍なので，各学科等の第1と第2の合計を1.31倍した
ものを，各学科等の[専門+固有非専門]分とする(以上の数字は，史・
経・商の定員改正を前提とした「モデルIJのものo 臨時的定員の廃止以外
定員に改正を加えない場合は「モデルIJとした。)
⑤各学科等の貢献の割合に応じた， [全学的非専門]分64名の配分
全学的非専門科目担当分としての64名は，教養学部以外の学部が，当該
学部所属教員による全学的非専門科目の担当量に応じて人数の配分を受
け，残りを教養学部に配分する。なお，この64名は，全学的非専門科目の
ための人数であるため，これらの人数の配分をう付た学科それぞれについ
て，非専門科目についての最低責任時間数を，全学で協議の上確定し，関
係学科がその責任を確実にはたすような仕組みをつくるべきである。
〈算出した各学部・学科等定員にいたるまでの措置〉
各学科所属専任教員の年齢による退職予定を考慮し，各学科等が定員に
到達するための年次計画を定め，全学的に報告するものとする。その際，各
学科等が，各学科の設置科目の見直しをするとともに，存続の確認された
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科目の内，どの科目に専任の担当教員を置くかについての計画を定めるこ
とは，上記の計画策定のために有益となろう。
<r提案j原文)1. (1) 
1. 教員組織の見直しについて。
(1) 配置換えは，教員の専攻分野の類似性と近似性を原則として，
本人の理解，関係学部・学科・専攻問の合意を得て行なうこと
についてo
特定の学科の廃止など，本学では現実の問題となっていない特殊事情の
生じた場合などには，関係個人等の意向にそわぬまま配置換えの行なわれ
る可能性を一般論としては否定できない。しかし， r提案Jに関しては， 1. 
(2) (算出した各学部・学科等定員にいたるまでの措置〉に記した年次計画
に従い，十分な時間をかけてあるべき定員に達するのであり， r配置換えJ
は，関係個人等の合意のある場合だけの例外的な措置である。
<r提案J原文)1. (2) 
1. 教員組織の見直しについて。
(2) 上記1.(2)および1.(1)のために，学長を長とする検討調整機
闘を設けることについて。
A) r学長提案Jに対して各学部から提出される種々の意見を調整するこ
とは不可欠であり，その調整が複雑で困難な作業であるため，その作
業だけを目的とする機関が必要と考える。したがって，検討調整機関
の設置には賛成する。
B) 検討調整機関は，各学部の窓見を調整し，学部教授会・全学教授会
に提出する原案作成だけを役割とした特設機関とすべきである。した
がって，検討調整機関は教員の配置換えに関する 1.(1)のための権限
を持たない。しかし， r提案Jの1.(1)に関する権限は持つべきであるo
C) r学長を長とするjは， r学長を議長とするJという意味に理解して
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〔別表〕モデルI史・経・商3学科の収容定員を若干改正した上での試案
(96・11r法学部教授会j 表中の①②④⑤は，本文
5....6頁 [(74).......(75)]の①②@ゆに対応している。)
学学部科等・ 学容生定収員
〈準ー院最設〉+低別世大基数表学
最低数×
@ 専有含は(文非門二む・専援部}+ 困門にを @ 全専職専分む学門)町を的教科{J科脅教目ド
g書員)宇+{@都曲定+ + 5員現と)の闘と並畳世現び日に(95定置・1.3J5' 
文 2，200 I 1 39 51.09 56・ 9 66 59 (+7) 
英文 1，200 16 20.96 26 3 
基督 40 5 6.55 7 3 
史 960 1'18 23.58 24 3 
経 2，640 3 34 44.54 53 2 58 49 (+9) 
経済 1，680 2 2'2 28.82 37 
商 960 3'12 15.72 16 
法 1，200 2 21 27.51 27 3 32 
法律 1，200 
教養 800 I 3 -】36 47.16 47 48 98 122 (-24) I 
人間 280 
言語 280 
情報 240 
文二部 200 4 5.24 (5) 
経二部 1，200 6 7.86 (8) 
工 1，760 I 1 54 70.74 71・ 2 74 89 (-15) 
機械 480 14 18.34 18 
電気 480 14 18.34 18 
応物 320 12 15.72 16 
土木 480 14 18.34 18 
計 10，000 I 5 5 194 254 64 328 346 (-18) 
り大学院文学研究科に 2専攻が後期課程までできることを前提にし，これ
を仮に，史学科に加えて計算した。学生収容定員 200.......400で教員 6人。超
過分の学生560人(教員 3人/学生 400人)で4人。 6+4(+4+4) = 18人
幻 400.......600人で 10人。超過分 1，080人で8人。 10+8(+4) =22 
3) 400.......600人で 10人。超過分360で2人。 10+2=12
4)教養学部の 40人(入学定員 200名の 5分の 1)という最低数には非専門の
数が含まれている。 40人を〔専門+固有非専門): (全学的非専門)4: 1の
割合で分砂ると前者は 32人。これに大学院の 4人を加え 36人。
5) 1.31という数字は， 254-;-'194王寺1.309278…
・文学部の学部定員は同学部の3学科の定員の合計より 1つ少なくなって
いる。一方，工学部の学部定員は同学部の4学科の定員の合計より 1つ多
くなっている。
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〔別表〕モデルH 臨時的定員の廃止の他，定員改正が行えなかった場合の
学学部科等・ 学容生定収員
文 2，04011 
英文 1，200 
基督 40 
史 800 
経 2，800 
経詩 1.800 
商 1，000 
法 1，200 
法律 1，200 
教義 800 13 
人間 280 
言語 280 
情報 240 
文二部 200 
経二部 1，200 
.I 1，7601 1 
機械 480 
電気 480 
応物 320 
土木 480 
計 10.000 1 5 
試案 (96・nf法学部教授会j 表中の①鎚過は，本
文5...6頁 [(74)....(75)]の①@辺児島に対応している。)
最〈準一院設}+低別置大基数表学
最低数×
@ 専有{はむ文門非二}・経専部+門固吉に2職専分む宇門)のを帥教科{教科含目
現5)員並数びに(95・1.303】
員のと差
現員定数
と
38 49.4 55 9 65 59 (+6) 
16 20.8 26 3 
5 6.5 7 3 
"17 22.1 22 3 
3 36 46.8 55 2 60 49 (+11) 
23 29.9 38 
13 16.9 17 
2 21 27.3 27 3 32 27 (+5) 
2)36 46.8 47 48 98 122 (-24) 
4 5.2 (5) 
6 7.8 (8) 
54 70.2 70 2 73 89 (-16) 
14 18.2 18 
14 18.2 18 
12 15.6 16 
14 18.2 18 
5 195 254 64 328 346 (ー 18)
。大学院文学研究科に2専攻が後期課程までできることを前提にし，これ
を仮に，史学科に加えて計算した。学生収容定員20....40で教員6人。超
過分の学生400人(教員3人/学生400人)で3人。 6+3(+4+4) = 17人
幻教養学部の40人(入学定員200名の5分の 1)という最低数には非専門の
数が含まれている。 40人を〔専門+固有非専門): (全学的非専門)4: 1の
割合で分付ると前者は32人。これに大学院の4人を加え36人。
3】1.30という数字は， 254 -;'-195 ~ 1. 30256…… 
(78) 119 
調整委員会会議録 (1997・98)等
賛成する。
D) 構成員は，学長 (1名)，副学長 (2名)，学部長 (5名)，二部長 (1
名)，教務部長 (1名)，学生部長 (1名)，財務部長 (1名)，宗教部長
(1名)，学科長・専攻主任(計15名)，各学部代表(計5名)，合計33
名。
関係事務は総務課が所管する。
|資料第2部その41
学長提案に対する工学部の見解平成8年 [1996年]11月28日
本見解は，本学の学部学科大学院の文部省認可学生定員が現状のままで
あるとして，各学科会議の検討をふまえ， 10月17日の工学部教授会， 11月
7日の臨時教授会， 11月21日の工学部教授会の審議結果をふまえ，学科長
会議で検討取り纏めたものである。
1. 学部学生の収容人数について
18歳人口の急減と教育レベルの維持を考えれば，現在の収容人数が文部
省認可定員の1.4倍から1.2倍に減少させる事は，妥当な提案であり，工学
部として賛成である。
2. 大学全体の教員数を， 343名から 10年間で320名に削減することに
は，現状の学部学科規模が変わらないとすれば，やむをえないこととして
認められる。ただし，工学部の教員数の計算には種々の特異性を含んでい
るので，それらの点を考慮して，現在の工学部教員数89名を 10年間で85
名に， 4名削減するという事でやむをえないとして努力する。
3. 教員組織の見直しについて
文系学部学科聞の配置換えは，より適切に再配置を行い，再配置後の後
任人事権は，分属先の部局に帰属する事が適当と考える。
工学部の教義的教育科目のうち，全学共通教育科目(語学，体育等)担
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当は， L字型教養学部の存続に賛成し，教養学部教員に依頼したい事。教義
的教育科目のうち，キリスト教学(必修)，法学，経済学，等の人文科学に
関する科目担当は，本学の専門各学部教員あるいは他大学からの非常勤に
依頼したい事，また自然科学に関する科目担当は工学部教員あるいは非常
勤で行いたい。従って工学部への教養的教育科目担当の教員の分属には反
対である。
4. 学長を長とする検討調整機関を設けることについて
全学的な検討調整機関を設げることは賛成である。
|資料第2部その51
「学長提案Jにたいする答申(教養学部) 平成8年 11月20日
教養学部としての基本的考え方
教養学部教授会は，この度の「学長提案Jの検討に入るに際して， 6月20
日の全学教授会におげる「学長提案J検討に関する承認条件，すなわち，検
討の方向に関してなんらの前提も認めず，自由な立場で臨むことを確認し
た。しかし，われわれの検討はその当初から重大な疑問に直面せざるをえ
なかったのである。それと言うのも，学生収容定員数や教員数の問題は，本
来，本学の教育・研究体制(財政的裏付け，学部定員の変更，キャンパス
整備問題，学校五日制，リカレント教育・社会人入学，等々)についての
明確な長期的展望のもとに審議されるべきものだからである。こうした展
望を欠いたままに為される今次の各学部における検討の努力が，実りある
ものたりうるか否かについて相当の疑念を抱きながら，教養学部としての
検討を進めざるをえなかったことは，当教授会の深く遺憾とするところで
ある。こうした状況認識に立ちながらも，当学部教授会としては，可能な
かぎり「学長提案Jに即して検討を進めることとしたが，具体的な問題に
入るに先立ち， r学長提案Jの性格上，その検討に際して最小限必要不可欠
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な前提として，次のようなこつの基本方針を確定した。
①本学における教養教育は，学際的性格をもった教養学部が中心とな
り全学部が協力しあって行うのがベストである。これによって総合
大学としての本学の特色が発揮されるのであり，いわゆる学部完全
縦割り制はとるべきでない。
②本学の学部聞に教育上の著しいインバランスがあるならば，これを
是正すべきである。
教養学部教授会は，これらの基本方針に従い，限られた時間のなかで，最
大限検討の努力を重ねた結果，下記の通りの見解をまとめることができた。
これを全学的な検討の場に提起するものである。
1 i学長提案 I-(I)j: i現在の学生数約14，000名を 12，000名にするこ
とについてJ
① この問題について肝要なのは各学部・学科の学生収容定員数の見直
しである。教養学部としては，学内外の要請に照らして定員を300名
(人間科学専攻・言語科学専攻各110名，情報科学専攻80名)に増
力目したい。
② その結果，学生収容定員は 10，000名から 10，400名の聞になるが，こ
の数の知何にかかわらず，在学生総数は学生収容定員数の1.2倍(各
年度の入学者数は各学年の定員数の約1.1倍である)というのが上
限であろう。
③ 教養学部学生増員分の扱いは， i調整委員会j(趣旨説明)のような
機関に検討を委ねたい。
2 i学長提案 1-(2) j: i教員総数を320名とすることについてj
①在学者総数の上限を 12，000名とした場合には，在学者総数から留
年・原級止め学生数約1，000名を差し引いた数(定員数の約1.1倍)
に対応した教員数はほぽ320名となり，この数が下限であろう。
ただし教養学部学生収容定員を400名増員すると，教養学部教員
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数はさらに 22名の増加となる。
② 各学部教授会の構成員定数を考えるにあたり，以下の3点を基本原
則とした。
(1) 設置基準別表lに基づく定員数は，学部最低必要定数とする。
(2) 設置基準別表2の数値は，冒頭に記したような教養教育の実施
方法・教養学部の位置づけ・インバランスの是正，等を考慮し
ながら再配分するものとする。
(3) キリスト教学，教職関係担当者の定員数や配置，等については
その特殊性を考慮する。
この原則に基づき算出方式を別紙資料1のように定め，各学部教
授会構成員定数を別紙資料2のように算出した。
③再設定後の学部教授会構成員の人事は当該学部教授会の責任におい
て行うものとする。
3 f学長提案 II-(l)j: f配置換えは，教員の専攻分野の類似性と近接
性を原則として，本人の理解，関係学部・学科・専攻聞の合意を得て
行うことについてJ
①教養学部所属教員の配置換えは，当該教員の専攻分野の類似性・近
接性および「本人の希望 (f本人の理解Jではない)jというこつの
条件を充たす場合に限って実施されるものとする。
4 f学長提案 II-(2)j: f上記1-(2)，およびI-(1)のために，学長を長
とする検討調整機関を設けることについてj
① 「検討調整機関」は，学長提案の 1-(1)も扱うという条件のもとに，そ
の設置を認める。
② この組織の構成と運営については全学教授会において決定する。
付記
なお，学長提案の全項目にたいする各学部の答申内容を取りまとめ，全
学教授会への提出原案を作成する「学長を長とする調整委員会j(f趣旨説
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明J)と，全学教授会決定に基づく「学長を長とする検討調整機関J(r学長
提案J)は別組織であることを確認しておきたい。
別紙資料1
各学部教授会構成員定数の教養学部案について
I 定数算出についての基本的な考え方
1. 設置基準を基本とし以下の点をふまえた算定を行う。
a. 別表1の性格は「当該大学に置く学部の種類に応じて定める数J
{大学設置基準平成3年6月3日改正)であり，各学部学科の
専門教育担当者数の最低必要定数と考える。
b. 別表2の性格は， r大学全体の収容定員に応じて定める数J(大学
設置基準平成3年6月3日改正)であり，非専門教育を中心と
する全学的な教育に対する担当者数と考える。
C. 大学院，教職関係教員数は別表1および2とは区別して取り扱う
ものとする。
d. 基督教学担当者の数は建学の精神に鑑み，更に現在の受講学生数
を考慮して， 7名とする。
2. r教養学部の基本的なあり方についてJ(大学設置審議会総会了承
39.10.16)の捉え方。
a. これを教養学部の教員組織を考える基礎とするoそして，専任教
員数は現在の学生収容定員をもとにすると 40名である。
b. rこの数は教養学部の一般教育等の教員を含むJ(大学設置審議会
総会了承39.10.16)ことから，下記のように専門，非専門担当者
数に配分する。
卒業単位数における専門比率，単一学科の専任教員数等を考慮
し，専門担当27名，非専門担当13名とする。
3. 日本事情等の留学生対象科目を除き，社会教育主事，図書館司書など
の資料科目(卒業単位に含まれない)は専門科目と考える。必要とす
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る教員数は別表1の枠で考える。
4. 教職関係教員枠は， r教職に関する科目J(ex.教育原理etc.)にたい
し適用する。
5. 専門担当者数と非専門担当者数のバランスは専門教育担当教員一人
当たりの学生数等を配慮して決める。
6. 学部学科問の専門教育での相互乗り入れについては，総合大学とし
ての特性を生かす方向で行うべき定員数の算定には入れない。
7. 2部経済学科の教員一人当たりの学生数にみられる教育上のインパ
ランスについては下記のように是正する。
教員一人当たりの学生数をめどに5名をその専任教員数に加算す
る。これで，そのインバランスは解消できると考える。
8. 工学部の現在の教員配置を考慮して工学部非専門担当教員の枠を
(工学部分:他学部分=)3: 2により分ける。
1 具体的な算定方法
1. 320名より大学院担当数35.2名 (32x 1.1)，教職関係教員数5.5名
(5 x 1.1)，基督教学担当者数7名を差し引いた 272.3名についての配
分を考える。
2. 各学科，専攻に別表1(教養学部は 27名)により専門担当者数を割
り振る。
3. 経済学科に5名の加算を行う。
4. 上記2，3の数に1.2を乗じた数186名を新たな専門担当者数とする。
5. 272.3名より上記4で求めた新たな専門担当者数を減じた数86.3名
を非専門担当教員数とする。
6. 86.3名の非専門担当教員数を学生収容定員数に応じて各学科専攻に
割り振る。
7. 各学科専攻毎に卒業に必要な最低修得単位数(学科課程表)と開設科
目を考慮し，各学科専攻が負っている役割比率を求める。
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8. 上記7の比率に従い上記6で求めた非専門担当教員数を各学科専攻
に割り振りこれを各学科専攻の非専門担当教員数とする。
9. 教職担当教員数はその趣旨に従い教職に関する科目について適用す
ることにする。具体的には英文学科0.198名，史学科0.198名，応用
物理学科0.044名，教養学部5.06名とする。
10. 大学院については大学院担当分に1.1をかけたものとする。
11. 文学部史学科に設置予定の大学院については 320名とは別とし，上
記10に準ずることとする。
12. 以上を合算したものを各学科専攻の定数とする。次に教養学部案を
示す。
別紙資料2
学各科学定部員 (現96員.5.数1) 
との差
英文学科(含む2部) 22 -5 
基督教学科(含む基督教学) 15 5 
史学科 21 。
文学部(含む2部) 58 。
経済学科(含む2部) 41 8 
商学科 15 -1 
経済学部(含む2部) 56 7 
法学部 29 2 
機械工学科 19 -3 
電気工学科 19 -4 
応用物理学科 15 -9 
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工学部
人間科学専攻
言語科学専攻
情報科学専攻
教養学部
2部英文学科
2部経済学科
2部全体
全体
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19 0 
72 -17 
114 -8 
329 -16 
注意1.教養学部の学生収容定員を 1，200名とすると教養学部定員は22
名が加算される。
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